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添付資料 2 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 

重大事故等対処施設における難燃ケーブルの使用について 

1.はじめに

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉において，「実用発電

用原子 炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下「火

災防護に係る審査基準」という。）の要求に基づき，重大事故等対

処施設に使用するケーブルについて，調査結果 を以下に示す。 

2.難燃ケーブルの要求事項

「火災防護に係る審査基準」における難燃ケーブルの要求事項

を以下に示す。 

添付資料２ 

難燃ケーブルの使用について 

1．はじめに

東海第二発電所において，「実用発電用原子炉及びその附属施設

の火災防護に係る審査基準」（以下「火災防護に係る審査基準」と

いう。）の要求に基づき，重大事故等対処施設に使用するケーブル

について，第 1表に示す。 

なお，新設する重大事故等対処施設に用いるケーブルは第 1表

に示す難燃性の確認されたケーブルとするが，設計基準事故対処

設備かつ重大事故等対処施設である既設設備には非難燃ケーブル

が使用されており，これらについては，非難燃ケーブル及びケー

ブルトレイを不燃材の防火シートで覆い難燃ケーブルを使用した

場合と同等以上の難燃性能を確認した代替措置（「複合体」）を

使用することから，他の重大事故等対処施設に影響を及ぼすおそ

れはない。これらについては，設置許可基準規則，火災防護に係

る審査基準への適合性を８条別添４にて説明する。 

２．難燃ケーブルの要求事項 

 「火災防護に係る審査基準」における難燃ケーブルの要求事項

を以下に示す。 

添付資料２ 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対処施設における 

難燃ケーブルの使用について 

1. はじめに

島根原子力発電所２号炉において，「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下「火災防護に係る

審査基準」という。）の要求に基づき，重大事故等対処施設に使

用するケーブルについて，調査結果を以下に示す。 

2. 難燃ケーブルの要求事項

「火災防護に係る審査基準」における難燃ケーブルの要求事項

を以下に示す。

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉の重大事

故等対処施設では，

IEEE383 試験および UL

垂直燃焼試験により難

燃性を確認した難燃ケ

ーブルを使用 
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2. 1 火災発生防止 

2.1.2 安全機能を有する構築物 、系統及び機器は、以下の各号に

掲げるとおり、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計で

あること。ただし、当該構築物、系統及び機器の材料が、不

燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以

下「代替材料」という。）である場合、もしくは、当該構築物、

系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材料の使用

が技術上困難な場合であって、当該構築物、系統及び機器に

おける火災に起因して他の安全機能を有する構築物、系統及

び機器において火災が発生することを防止するための措置が

講じられている場合は、この限りではない。 

 

(3)ケーブル は難燃 ケーブルを使用する こと。 

 

（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要な

代替材料の使用が技術上   困難な場合であって、当該構築

物、系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有

する構築物、系統及び機器において火災が発生することを防

止するための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁

等の駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、

不燃材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が

発火した場合においても、他の構築物、系統又は機器におい

て火災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

 

(3) 難燃ケーブル について 

使用するケーブルについて、「火災により着火し難く、著

しい燃焼をせず、また、加熱源を除去した場合はその燃焼

部が広がらない性質」を有していることが、延焼性及び自

己消火性の実証試験により示されていること。 

（実証試験の例） 

・自己消火性 の実証試験••• UL 垂直燃 焼試験 

・延焼性の実証試験••• IEEE383  または IEEE1202 

 

 

 

 

 

2.1 火災発生防止 

2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、以下の各号に

掲げるとおり、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計で

あること。ただし、当該構築物、系統及び機器の材料が、不

燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以

下「代替材料」という。）である場合、もしくは、当該構築

物、系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材料の

使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、系統及び機

器における火災に起因して他の安全機能を有する構築物、系

統及び機器において火災が発生することを防止するための措

置が講じられている場合は、この限りではない。 

 

(3) ケーブルは難燃ケーブルを使用すること。 

 

（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する

構築物、系統及び機器において火災が発生することを防止す

るための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等の

駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火

した場合においても、他の構築物、系統又は機器において火

災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

 

(3) 難燃ケーブルについて 

使用するケーブルについて、「火災により着火し難く、

著しい燃焼をせず、また、加熱源を除去した場合はその燃

焼部が広がらない性質」を有していることが、延焼性及び

自己消火性の実証試験により示されていること。 

（実証試験の例） 

・自己消火性の実証試験･･･UL 垂直燃焼試験 

・延焼性の実証試験･･･IEEE383 またはIEEE1202 

 

 

 

 

 

2.1 火災発生防止 

2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、以下の各号に

掲げるとおり、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計で

あること。ただし、当該構築物、系統及び機器の材料が、不

燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以

下「代替材料」という。）である場合、もしくは、当該構築

物、系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材料の

使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、系統及び機

器における火災に起因して他の安全機能を有する構築物、系

統及び機器において火災が発生することを防止するための措

置が講じられている場合は、この限りではない。 

 

(3) ケーブルは難燃ケーブルを使用すること。 

 

（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する

構築物、系統及び機器において火災が発生することを防止す

るための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等の

駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火

した場合においても、他の構築物、系統又は機器において火

災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

 

(3) 難燃ケーブルについて 

使用するケーブルについて、「火災により着火し難く、

著しい燃焼をせず、また、加熱源を除去した場合はその燃

焼部が広がらない性質」を有していることが、延焼性及び

自己消火性の実証試験により示されていること。 

（実証試験の例） 

・自己消火性の実証試験･･･UL 垂直燃焼試験 

・延焼性の実証試験･･･IEEE383 又はIEEE1202 
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3.難燃ケーブルの使用対象箇所及び確認方法

従来から，柏崎刈羽原子力発電所では実用上可能な限り難燃

ケーブルの使用を要求してきている。

「火災防護に係る審査基準」では，難燃ケーブルの使用にあ

たり，自己消火性の実証試験 (UL 垂直燃焼試験）等による確認

が追加されたことから，以下のフローに基づき対象箇所を選定

し，ケーブル使用状況及び試験状況について調査，確認を行っ

た。 

なお， ケーブルの試験方法の概要については ， 第 1 ～ 3 

表に示す。 

第 1 表：ケーブルの UL垂直燃焼試験と ICEA 垂直燃焼試験の概要 

３．難燃ケーブルの使用対象箇所及び確認方法 

東海第二発電所で使用するケーブルは，非難燃ケーブルに延焼

防止剤を施し使用している。経年劣化等による機器の取替えや，

新設に伴い敷設するケーブルは，実用上可能な限り難燃ケーブル

を使用することとしている。 

「火災防護に係る審査基準」では，難燃ケーブルの使用にあた

り，自己消火性の実証試験(UL 垂直燃焼試験)等による確認が要

求されているため，以下のフローに基づき対象箇所を選定し，ケ

ーブル使用状況及び試験状況について調査，確認を行った。 

なお，ケーブルの試験方法及び試験結果については，８条-別

添 1-資料 4「安全機能を有する機器に使用するケーブルの難燃性

について」に示すとおりである。 

※ OF ケーブルの使用について

OF ケーブルは，屋外の開閉所と変圧器の間を専用の洞道内に敷設

（トラフの砂の中に設置）し使用しており，原子炉の安全停止を

達成するためのケーブルではないことから，火災防護対象外であ

る。なお，OF ケーブルの火災による安全機能を有する機器等への

影響はない。 

第 1図 難燃ケーブルの確認フロー 

3. 難燃ケーブルの使用対象箇所及び確認方法

従来から，島根原子力発電所では実用上可能な限り難燃ケーブ

ルの使用を要求してきている。

「火災防護に係る審査基準」では，難燃ケーブルの使用にあた

り，自己消火性の実証試験（UL 垂直燃焼試験）等による確認が

追加されたことから，以下のフローに基づき対象箇所を選定し，

ケーブル使用状況及び試験状況について調査，確認を行った。

なお，ケーブルの試験方法の概要については，第１表～第３表

に示す。 

第１表 ケーブルの UL垂直燃焼試験の概要 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉の重大事

故等対処施設では，

IEEE383 試験および UL

垂直燃焼試験により難

燃性を確認した難燃ケ

ーブルを使用 
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・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の重大事

故等対処施設では，

IEEE383 試験及び UL 垂

直燃焼試験により難燃

性を確認した難燃ケー

ブルを使用 
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第 2 表 ： IEEE 383  std 1974 垂直トレイ燃焼試験の概要 第２表 IEEE383 Std 1974 垂直トレイ燃焼試験の概要 ・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉の重大事

故等対処施設では，

IEEE383 試験及び UL 垂

直燃焼試験により難燃

性を確認した難燃ケー

ブルを使用 
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第 3 表： IEEE1202  std 1991 垂直トレイ燃焼試験の概要 第３表 IEEE Std 1202-1991 垂直トレイ燃焼試験の概要 ・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉の重大事

故等対処施設では，

IEEE383 試験及び UL 垂

直燃焼試験により難燃

性を確認した難燃ケー

ブルを使用 
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4.ケーブルの難燃性適合状況

重大事故等対処施設に使用するケーブルについて，絶縁体とシ

ースの組合せごとにリスト化を行い，それぞれについて調査を行

った。第 4 表にケーブルの難燃性適合状況を示す。 

第 4 表：ケーブルの難燃性適合状況   (1/ 2) 

４．ケーブルの難燃性適合状況 

第 1 表に重大事故等対処施設に使用するケーブルの難燃性確認

結果を示す。 

第 1表 ケーブルの難燃性確認結果 

4. ケーブルの難燃性適合状況

重大事故等対処施設に使用するケーブルについて，絶縁体とシ

ースの組合せ毎にリスト化を行い，それぞれについて調査を行っ

た。第４表にケーブルの難燃性適合状況を示す。 

第４表 ケーブルの難燃性適合状況（１／２） ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 重大事故等対処施設

に使用しているケーブ

ルの相違
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第 4 表：ケーブルの難燃性適合状況   (2/ 2) 

4.1. 自己消火性を確認する実証試験 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における重大事故等対

処施設に使用しているケーブルの自已消火性 について， UL 垂直

燃焼試験の結果を第 5 表に示す。 

なお，重大事故等対処施設に使用しているケーブルについて

は ，第 5 表に示した絶縁体とシースを組み合わせたものの他に，

絶縁体にノンハロゲン難燃エチレンプロピレンゴムを，シースに

ノンハロゲン難燃架橋ポリエチレンを使用した低庄ケーブル（第

6 表の No. 7) も使用している。このケーブルは既に製造中止で 

あるため，改めて UL 垂直燃焼試験を実施することはできないが，

当該低庄ケーブルは UL 垂直燃焼試験と同等の試験内容である 

ICEA 垂直燃焼試験で自已消火性を確認している。（第 1 表） 

さらに，当該低庄 ケーブルのシース材料は UL 垂直燃焼試験に

合格した同軸ケーブル（第 5 表の No. 14) のシースと同じであ

る。 

これらのことから，UL 垂直燃焼試験と同等の自已消火性を有し

ていると判断できる。（別紙 1 ) 

第４表 ケーブルの難燃性適合状況（２／２） 

4.1．自己消火性を確認する実証試験 

島根原子力発電所２号炉における重大事故等対処施設に使用し

ているケーブルの自己消火性について，UL 垂直燃焼試験の結果を

第５表に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 重大事故等対処施設

に使用しているケーブ

ルの相違

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉の重大事

故等対処施設では，

IEEE383 試験及び UL 垂

直燃焼試験により難燃

性を確認した難燃ケー

ブルを使用 
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第 5 表：UL 垂直燃焼試験結果  (1/2) 

 

 

第 5 表：UL 垂直燃焼試験結果 (2/ 2) 

 

第 6 表：ICEA 垂直燃焼試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５表 UL 垂直燃焼試験結果（１／２） 

 

 

 

第５表 UL 垂直燃焼試験結果（２／２） 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 重大事故等対処施設

に使用しているケーブ

ルの相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 重大事故等対処施設

に使用しているケーブ

ルの相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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4.2. 延焼性を確認する実証試験 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における重大事故等対

処施設に使用しているケーブルの延焼性について ，光ファイ

バケーブルを除き，I EEE38 3 std1974 又はこれを基礎とした「電

気学会技術報告( II 部）第 139 号 原子力発電所用電線・ケーブ

ルの環境試験方法ならびに耐延焼性試験方法に関する推奨案」の

垂直トレイ燃焼試験の結果を第 7 表に示す。なお，光ファイバケ

ーブルの延焼性を確認する実証試験については 4.3.項に示す。 

第 7 表： IEEE 383 std1974 垂直トレイ燃焼試験の実証試験結果  

(1/2) 

4.2．延焼性を確認する実証試験 

島根原子力発電所２号炉における重大事故等対処施設に使用し

ているケーブルの延焼性について，光ファイバケーブルを除き，

IEEE383 std1974 又はこれを基礎とした「電気学会技術報告（Ⅱ

部）第139 号 原子力発電所用電線・ケーブルの環境試験方法なら

びに耐延焼性試験方法に関する推奨案」の垂直トレイ燃焼試験の

結果を第６表に示す。なお，光ファイバケーブルの延焼性を確認

する実証試験については4.3.項に示す。 

第６表 IEEE383 Std 1974 垂直トレイ燃焼試験結果（１／２） 

直燃焼試験により難燃

性を確認した難燃ケー

ブルを使用 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 重大事故等対処施設

に使用しているケーブ

ルの相違
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第 7 表： IEEE 383  std1974 垂直トレイ燃焼試験の実証試験結

果  (2/2) 

4.3.光ファイバケーブルの延焼性を確認する実証試験 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における重大事故等対

処施設に使用している 光ファイバケーブルの延焼性について，

IEEE12 02 std 1991 の垂直トレイ燃焼試験の結果を第 8 表に示

す。 

第 8表：IEEE1202  std1991 垂直トレイ燃焼試験の実証試験結果 

第６表 IEEE383 Std 1974 垂直トレイ燃焼試験結果（２／２） 

4.3．光ファイバーケーブルの延焼性を確認する実証試験 

島根原子力発電所２号炉における重大事故等対処施設に使用し

ている光ファイバケーブルの延焼性について，IEEE1202 std1991

の垂直トレイ燃焼試験の結果を第７表に示す。 

第７表 IEEE1202 Std 1991 垂直トレイ燃焼試験結果 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 重大事故等対処施設

に使用しているケーブ

ルの相違

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 重大事故等対処施設

に使用しているケーブ

ルの相違
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別紙 1 (1/4) 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における製造中止ケ

ーブルの自己消火性の評価について 

 

1.はじめに 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉の重大事故等対処施設

に使用するケーブルのうち，添付資料 2 本文の第 6 表に示した

No. 7 低庄ケーブルは，建設時の型式試験において，IEEE383 垂

直トレイ燃焼試験を実施し合格していることから耐延焼性を有し

ている。 

また，建設時の型式試験として，ICEA 垂直燃焼試験を実施し，

自己消火性を確認している。 

火災防護に係る審査基準では，ケーブルの難燃性として，「火災

により着火し難く，著しい燃焼をせず，また，加熱源を除去した

場合はその燃焼部が広がらない性質」を有していることが，延焼

性及び自已消火性の実証試験により示されていることが要求され

ており， 自已消火性の実証試 験として，UL 垂直燃焼試験が示さ

れている。 

UL 垂直燃焼試験を実施していないケーブルについては，火災防

護に係る審査基準に適合していることを実証するために，UL 垂直

燃焼試験を実施し，試験に合格することをもって，        自已

消火性を有していることを証明することが望ましいが，上記 No. 7 

低圧ケーブルは製造中止品であることから， ケーブル調達及び

UL 垂直燃焼試験を実施することができない。 

このため，No. 7 低庄ケーブルについては，建設時に実施した

ICEA 垂直燃焼試験の結果，並びに No. 7 低圧ケーブルと同じケ

ーブルシースを宥している他のケーブルの UL 垂直燃焼試験の結

果を評価することで，火災防護に係る審査基準で要求されている

難燃ケーブルと同等の自已消火性を有していることを，以下に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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別紙 1 (2/4) 

2.IGEA 垂直 燃焼 試験と UL 垂直 燃焼 試験の 比較

添付資料 2 本文の第 6 表に示したとおり No. 7 低庄ケーブル

は，ICEA 垂直燃焼試験を実施し合格している。ICEA 垂直燃焼試

験と UL 垂直燃焼試験は，ともにケーブルの自己消火性を試験す

るものであり，添付資料 2 本文の第 1 表に示すとおり，試験内

容，燃焼源、バーナ熱量等同等の試験を実施している。 

しかし，試験体及び判定基準として下記に示す相違点がある。 

(a) ICEA 垂直燃焼試験はケーブルシースを取り除き，絶縁体が

むき出しの状態で実施して いる。 

(b) ICEA 垂直燃焼試験はUL 垂直燃焼試験で判定基準とされて

いる綿の燃焼を規定していない。 

上記相違点 (a ) は，ケーブルのシースを取り除き，直接絶縁

体をバーナの炎をあてることから，絶縁体のみで自己消火性を確

保しなければいけないため，シースにバーナの炎をあて，シース

と絶縁体で自己消火性 を確保できる UL 垂直燃焼試験に比べ，よ

り厳しい試験条件（保守的）であると言える。 

3.No. 7 低圧ケーブルと同じケーブルシー スである No. 14 同軸

ケーブルの仕様と UL 垂直燃焼試験結果の評価

第 1 図に低圧ケーブルと同軸ケーブルの構造を示す。また，第

1表に No. 7 低庄ケーブルと同じケーブルシースである No. 14 同

軸ケーブルの仕様を示す。 

第 1 図 同軸ケーブルと低庄ケーブルの構造 

第 1 表 ケーブルシースの仕様比較 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉の重大事
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別紙 1 (3/4) 

 

 第 1 図より，同軸ケーブルと低圧ケーブルは，双方とも導体と

絶縁体をノンハロゲン難燃架橋ポリエチレンのシースで保護して

いる。このため，同軸ケーブルと低圧ケーブルの UL 垂直燃焼試験

では，接炎による損傷がシースに留まり絶縁体が損傷していなけ

れば，同軸ケーブルと低圧ケーブルの構造の違いが試験結果に影

響することはない。また第 1 表より，No.14 同軸ケーブルは No.7

低圧ケーブルよりもシースが薄い仕様であることから，No.7 低圧

ケーブルに比べ，より厳しい試験条件（保守的）であると言える。 

 以上を踏まえ，No.14 同軸ケーブルの UL垂直燃焼試験結果につ

いて，下記の項目について確認を実施し，No.7 低圧ケーブルの UL

垂直燃焼試験への適合性を評価する。 

（ａ）接炎による損傷がシースに留まり絶縁体が損傷していない

か。 

（ｂ）落下物によって下に設置した綿が燃焼していないか。 

 

4.No.14 同軸ケーブルの UL 垂直試験の確認結果 

【確認結果】 

（ａ）接炎による損傷がシースに留まり絶縁体が損傷していない

か。 

 No.14 同軸ケーブルの UL 垂直燃焼試験後の状態を確認した結

果，接炎による損傷はシースの表面のみであり，絶縁体が損傷し

ていないことを確認した（第 1図）。 

 

 
第 1 図 NO.14 同軸ケーブルの UL垂直燃焼試験後の状態 
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別紙 1 (4/4) 

( b ) 落下物によって下に設置した綿が燃焼していないか。 

添付資料 2 本文の第 5 表に示したとおり，No.14 同軸ケー

ブルの UL 垂直燃焼試験結果において，下に設置した綿が燃焼

していないことを確認した。 

以上より，No. 14 同軸ケーブルの UL 垂直燃焼試験では，バー

ナの炎による燃焼はシースのみで留まり絶縁体に損傷を及ぼして

いないこと，UL  垂直燃焼試験の判定基準である落下物による下

に設置した綿が燃焼していないこと，No. 7 低庄ケーブルのシー

ス厚さはUL垂直燃焼試験に合格したNo.14同軸ケーブルより厚い

こと，No. 7 低庄ケーブルは UL 垂直燃焼試験より厳しい条件で

ある ICEA 垂直燃焼試験に合格していること，を総合的に評価し，

No.7 低庄ケーブルは UL 垂直燃焼試験と同等の自己消火性を有し

ていると判断できる。 

・設備の相違
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別 紙 2 (1/3) 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における一部の同軸

ケーブルの延焼防止性について

１．はじめに 

重大事故等対処施設に使用している放射線モニタ用ケーブル等

は，微弱電流・微弱パルスを扱うことから，耐ノイズ性を確保す

るために不燃性（金属）の電線管に敷設するとともに，絶縁体に

誘電率の低い架橋ポリエチレンを宥する同軸ケーブルを使用して

いる。このうちの一部のケーブルについては，自己消火性を確認

する UL 垂直燃焼試験は満足するが ， 耐延焼性を確認する IEEE 

383 垂直トレイ燃焼試験の判定基準を満足しない。 

このため，IEEE 383 垂直トレイ燃焼試験を満足しない同軸ケー

ブルについては，他のケーブルからの火災による延焼や他のケー

ブルヘの延焼が発生しないよう，電線管の両端を耐火性のコーキ

ング材 (CP- 25WB+) で埋めていることで，酸素不足による燃焼

継続防止を図っている。 

本資料では ，コーキング材 (CP- 25WB+) の火災防護上の宥効

性について示す。 

２．電線管敷設による火災発生防止対策 

2. 1. 酸素不足による燃焼継続の防止

重大事故等対処施設に使用している放射線モニタ用ケーブル

等は，耐ノイズ性を確保するため，ケーブルを電線管内に敷設

する設計とする。電線管内に敷設することにより，IEEE 383 垂

直トレイ燃焼試験の判定基準を満足しないケーブルが電線管内

で火災になったとしても，電線管の両端を耐火性コーキング材

で密閉することにより，外気から容易に酸素の供給できない閉

塞した状態となり，電線管内の酸素のみでは燃焼が維持できず，

ケーブルの延焼は継続できない。

ここで，IEEE 383 垂直トレイ燃焼試験の判定基準を満足して

いないケーブル l m あたりを完全燃焼させるために必要な空気

量は約 0.13 面であり，この 0.13m3 が存在する電線管長さが

約 14 m である（別紙 3 ) ことを考慮すると，最大長さが約 50m 

である電線管は，約 3.6m だけ燃焼した後は酸素不足となり ， 

延焼継続は起こらないと判断される。 

また，プルボックス内の火災についても，プルボックスの材

料が鋼製であり，さらに， 耐火性のコーキング材 (CP- 25WB+) 

により電線管への延焼防止が図られていることから，ケーブル

の延焼はプルボックス内から拡大しないと判断する。 

・設備の相違
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別紙 2 (2/3) 

第 1 図 プルボックスの火災発生防止処理（例） 

2.2. コーキング材 (CP- 25WB+) について 

コーキング材  (CP- 25 WB+)は，火災区域及び火災区画を貫通

する電線管のシール材として火災耐久試験を実施し， 3 時間耐火

性能が確認されたコーキング材を使用している。 

コーキング材  (CP- 25 WB+)は，常温では硬化しにくく，亀裂等

を起こさず，長時間にわたり適度な軟らかさを維持し，以下の特

性を有するものである。 

(1) 主成分

酢酸ビニル系樹脂，ほう酸亜鉛，ケイ酸ナトリウム他 

(2) シール性

コーキング材(CP- 25WB+)は，常温で硬化しにくく，長時間に

わたり適度な軟らかさが確保される性質であり，また，火災の

影響を受けると加熱発泡により膨張すること (1 20℃より膨張

開始し，18 5 ℃までに体積が 2'"'--' 4 倍），また， 第 2 図

に示すとおり隙間なく施工することから，シール性を有してい

る。 

なお，電線管内において火災が発生した場合には，電線管内

の温度が上昇するため，電線管内の庄力が電線管外より高くな

り，電線管外から燃焼が継続できる酸素の流入はないと考えら

れる。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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別紙 2 (3/3) 

第 2 図 コーキング材 (CP- 25WB+) の施工 方法 

(3) 保全

コーキング材 (CP- 25WB+) の保全については，コーキング材

の耐久性が製品メーカにおける熱加速試験に基づき， 常温40℃

の環境下において約 28 年以上の耐久性を有するこ とが確認

されている（別紙 4 ) こと及びコーキング材 (CP- 25 WB+)の

特性を踏まえ， 設備の点検計画を定めている保全計画に定め

る。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉の重大事

故等対処施設では，

IEEE383 試験及び UL 垂

直燃焼試験により難燃

性を確認した難燃ケー

ブルを使用 
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別紙 3 (1/2) 

同軸ケーブル燃焼に必要な空気量について 

1.同軸ケーブル燃焼評価について

同軸ケーブル燃焼評価の例としては，最も保守的な条件につい

てのみ掲載することとし，他の条件の計算結果については第 1 表

の同軸ケーブル燃焼評価結果に示す。 

密閉された電線管内に敷設された同軸ケーブルが燃焼する場

合，最もケーブルが長く燃焼する条件としては，燃焼に必要な空

気量が最も多く存在し，かつ単位長さあたりの燃焼に必要な空気

量が最も少ない組み合わせである。以下，この組み合わせの燃焼

評価を示す。 

2.同軸ケーブルにおけるポリエチレン

同軸ケーブルの材料のうち燃焼するものはポリエチレンであ

る。また，単位長さの燃焼に消費する空気量が最も少ないものは，

燃焼するポリエチレンの量が最も少ない同軸ケーブルとなる。 

添付資料 2 本文の第 7 表のケーブル No.11, 12, 13 の線種で最

もポリエチレンの量が少ないケーブルは No.12 であり，その含有

量は 1m 当たり 9.63g である。 

絶縁体：（架橋）ポリエチレン 9.63g/m 

シース：（架橋）ポリエチレン 0.00g/m

3.燃焼に必要な空気量

ポリエチレンの燃焼を示す以下の式より，エチレン 1mol の燃焼

には 3n mol の酸素が必要である。（分子量：エチレン；28n（n は

重合数），酸素ガス；32） 

 ポリエチレン 1g（1／28n mol）に必要な酸素ガス（3n/28n mol）

を含む空気の体積は，標準状態（0℃，1 気圧）での 1mol の体積

を 0.0224m3とすると，常温状態（40℃，1気圧）での体積は 0.0257m3

となる。 

1mol の体積 0.0257m3／mol から算出すると，以下より 0.0028m3

である。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉の重大事

故等対処施設では，

IEEE383 試験及び UL 垂

直燃焼試験により難燃

性を確認した難燃ケー

ブルを使用 

41-203



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

別紙 3 (2/2) 

 

 

 

 空気中の酸素濃度を 21%とすると，ポリエチレン 1gに必要な空

気量は，以下より 0.0133m3となる。 

 

 

 

同軸ケーブル 1m 当たりのポリエチレンの重量は，9.63g である

ことから，同軸ケーブル 1m の燃焼に必要な空気の体積は，以下よ

り約 0.13m3となる。 

 

 

 

4.0.13m3の空気量を保有する電線管長さ 

 同軸ケーブルを敷設している電線管で最も空気量を保有してい

る電線管は，厚網電線管 G104（内径 106.4mm）である。 

 内径 106.4mm の電線管において，0.13m3の空気を保有する電線

管長さは，以下より約 14m となる。 

 

 

第 1 表 同軸ケーブル燃焼評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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別紙 4 (1/1) 

コーキング材 (CP- 2 暉 B+) の耐久性に ついて

1.はじめに

コーキング材 (CP- 25 WB+)は，火炎に接すると炭化発泡してケ

ーブルの焼細り空間を塞ぐ効果に加え発泡層の断熱効果，酸素遮

断効果により耐火性能を発 揮するものであるが，長期間高温にさ

らされると劣化する。 

コーキング材(CP- 25 WB+)の劣化が進 むと，発泡効果が低下し

酸素遮 断効果が低下するため，電線管の密閉性が低下し酸素不足

による延焼防止効果が期待出来なくなる。 

このため，熱加速劣化させた供試 体を複数製作し，コーキング

材 (CP- 25 WB+)の発泡効果に着目した耐久性を確認した。 

2.試験概要

叶共試体を 90℃に加熱した電気炉に入れ ，促進劣化させる。

所定時間経過後，電気炉から供試体を取り出し膨張倍率の測定を

行う。 

．膨張倍率試験は，供試体を 350℃に加熱した電気炉に入れ，

15 分加熱し供試体を膨張させる。 

・試験後，電気炉から供試体を取り出し，膨張試験前後の体積

の比から膨張倍率を求める。 

第 1 表 膨張倍率に着目した加速劣化試験の結果 

上記試験について，アレニウス則により寿命評価した結果，コー

キング材(CP- 25 WB+) の寿命は，常温 40℃で約 28 年以上との

結果を得た。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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添付資料３ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉重大事故等対処施設に

おける不燃性又は難燃性の換気フィルタの使用状況について 

1．不燃性又は難燃性の換気フィルタの使用状況

【6 号炉】 

【7 号炉】 

【5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所】 

添付資料 3 

重大事故等対処施設における 

不燃性又は難燃性の換気フィルタの使用状況について 

1.不燃性又は難燃性の換気フィルタの使用状況

添付資料３ 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対処施設における 

不燃性又は難燃性の換気フィルタの使用状況について 

１．不燃性又は難燃性の換気フィルタの使用状況 

【２号炉】 

【緊急時対策所】 

【ガスタービン発電機建物】 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 機器の構成，フィルタ

の仕様の相違 
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2．JACA No.11A-2003 の試験概要について 

JACA No.11A-2003 の難燃性確認試験については第１図の試験装

置を用いて，60秒間供試フィルタの端部を規定の条件の炎にさら

し，燃焼速度，残炎・残じん時間，溶融滴下物による発火の有無，

燃焼距離を測定し，難燃性に対する評価を行うものである。 

第１図：JACA No.11A-2003 試験概要図 

3．JIS L 1091 の試験概要について 

JIS L 1091 の難燃性確認試験については第２図の試験装置を

用いて，120 秒間供試体を規定の条件の炎にさらし，燃焼面積，

残炎・残じん時間，燃焼距離を測定し，難燃性に対する評価を

行うものである。 

第２図：JIS L 1091 試験概要図 

2.JACA №11A－2003 の試験概要

JACA №11A－2003 の難燃性確認試験は，第 1図の試験装置にて，

60 秒間試験体フィルタの端部を規定の条件の炎にさらし，燃焼速

度，残炎，残じん時間，溶融滴下した物からの発火の有無，燃焼

距離を測定し，難燃性に対する評価を行うものである。 

3.JIS L 1091 の試験概要

JIS L 1091 の難燃性確認試験は，第 2 図の試験装置にて，120

秒間供試体を規定の条件の炎にさらし，燃焼面積，残炎・残じん

時間，燃焼距離を測定し，難燃性に対する評価を行うものである。 

第 2図 JIS L 1091 の試験概要 

２．JACA No.11A-2003の試験概要について 

JACA No.11A-2003 の難燃性確認試験については第１図の試

験装置を用いて，60秒間供試フィルタの端部を規定の条件の炎

にさらし，燃焼速度，残炎・残じん時間，溶融滴下物による発

火の有無，燃焼距離を測定し，難燃性に対する評価を行うもの

である。 

第１図 JACA No.11A-2003 試験概要図 

３．JIS L 1091 の試験概要について 

JIS L 1091 の難燃性確認試験については第２図の試験装置を

用いて，120 秒間供試体を規定の条件の炎にさらし，燃焼面積，

残炎時間，残じん時間，燃焼距離を測定し，難燃性に対する評

価を行うものである。 

第２図 JIS L 1091 試験概要図 
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添付資料４ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉 

重大事故等対処施設における保温材の使用状況について 

1．はじめに

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉において，「実用発電用

原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下「火災

防護に係る審査基準」という。） の要求に基づき，重大事故等対

処施設に使用する保温材について，不燃性材料又は難燃性材料の

使用状況を確認した結果を示す。 

2．要求事項 

保温材については，「火災防護に係る審査基準」の「2.1 火災発

生防止」の 2.1.2 に基づき実施することが要求されている。保温

材の要求事項を以下に示す。 

2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、以下の各号に

掲げるとおり、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計であ

ること。ただし、当該構築物、系統及び機器の材料が、不燃性

材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代

替材料」という。）である場合、もしくは、当該構築物、系統及

び機器の機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術上

困難な場合であって、当該構築物、系統及び機器における火災

に起因して他の安全機能を有する構築物、系統及び機器におい

て火災が発生することを防止するための措置が講じられている

場合は、この限りではない。 

(5) 保温材は金属、ロックウール又はグラスウール等、不燃

性のものを使用すること。 

添付資料 4 

重大事故等対処施設における保温材の使用状況について 

1．はじめに

東海第二発電所において，「実用発電用原子炉施設及びその附

属施設の火災防護に係る審査基準」(以下，「火災防護に係る審査

基準」という。)の要求に基づき，重大事故等対処施設に使用する

保温材について以下に示す。 

2．要求事項 

保温材については，「火災防護に係る審査基準」2.1 火災の発

生防止 2.1.2 に基づき実施することが要求されている。 

2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、以下の各号

に掲げるとおり、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計

であること。ただし、当該構築物、系統及び機器の材料が、

不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの

（以下「代替材料」という。）である場合、もしくは、当該

構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材

料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、系統及

び機器における火災に起因して他の安全機能を有する構築

物、系統及び機器において火災が発生することを防止するた

めの措置が講じられている場合は、この限りではない。 

(5) 保温材は金属、ロックウール又はグラスウール等、不燃

性のものを使用すること。 

添付資料４ 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対処施設における 

保温材の使用状況について 

1. はじめに

島根原子力発電所２号炉において，「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下「火災防護に係る

審査基準」という。）の要求に基づき，重大事故等対処施設に使

用する保温材について，不燃性材料の使用状況を確認した結果を

示す。 

2. 要求事項

保温材については，「火災防護に係る審査基準」の「2.1 火災

発生防止」の 2.1.2 に基づき実施することが要求されている。保

温材の要求事項を以下に示す。 

2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、以下の各号

に掲げるとおり、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計

であること。ただし、当該構築物、系統及び機器の材料が、

不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの

（以下「代替材料」という。）である場合、もしくは、当該

構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材

料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、系統及

び機器における火災に起因して他の安全機能を有する構築

物、系統及び機器において火災が発生することを防止するた

めの措置が講じられている場合は、この限りではない。 

(5) 保温材は金属、ロックウール又はグラスウール等、不燃

性のものを使用すること。 
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（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する

構築物、系統及び機器において火災が発生することを防止す

るための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等の

駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火

した場合においても、他の構築物、系統又は機器において火

災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

3．保温材の不燃性材料使用状況 

重大事故等対処施設に対する保温材は，「保温設計基準」にて

不燃性材料を要求している。 

不燃性の保温材は，平成 12 年建設省告示第 1400 号に定め

られた※１もの，又は建築基準法の不燃材料認定品とした。 

※１：＜平成 12 年建設省告示第 1400 号（不燃材料を定める件）

＞ 

・建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 2 条第九号の規

定に基づき，不燃材料を次のように定める。

・建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 108 条の

2 各号（建築物の外部の仕上げに用いるものにあっては，同

条第一号及び第二号）に掲げる要件を満たしている建築材料

は，次に定めるものとする。

一 コンクリート 

二 れんが 

三 瓦 

（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する

構築物、系統及び機器において火災が発生することを防止す

るための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等の

駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火

した場合においても、他の構築物、系統又は機器において火

災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

3．重大事故等対処施設の保温材の使用 

 重大事故等対処施設に対する保温材は，平成 12年建設省告示第

1400 号に定められたもの※1，又は建築基準法の不燃性材料認定品

とする。 

※1：＜平成 12 年建設省告示第 1400 号（不燃材料を定める件）＞

・建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 2 条第九号の規定

に基づき，不燃材料を次のように定める。

・建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 108 条の 2 各

号（建築物の外部の仕上げに用いるものにあっては，同条第

一号及び第二号）に掲げる要件を満たしている建築材料は，

次に定めるものとする。 

一 コンクリート 

二 れんが 

三 瓦 

（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する

構築物、系統及び機器において火災が発生することを防止す

るための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等の

駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火

した場合においても、他の構築物、系統又は機器において火

災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

3. 保温材の不燃性材料使用状況

重大事故等対処施設に対する保温材は，「保温設計基準」にて

不燃性材料を要求している。 

不燃性の保温材は，平成 12 年建設省告示第 1400 号に定めら

れた※１もの，建築基準法の不燃材料認定品，又は建築基準法に基

づく試験により不燃性材料であることを確認したものとした。 

第１表に保温材の使用状況例を示す。 

第１表 保温材の使用状況例 

※１＜ 平成12年建設省告示第1400号（不燃材料を定める件）＞

・建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第九号の規

定に基づき，不燃材料を次のように定める。

・建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第108条の２

各号（建築物の外部の仕上げに用いるものにあっては，

同条第一号及び第二号）に掲げる要件を満たしている建

築材料は，次に定めるものとする。

一   コンクリート 

二 れんが 

三 瓦 
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四 陶磁器質タイル 

五 繊維強化セメント板 

六 厚さが 3mm 以上のガラス繊維混入セメント板 

七 厚さが 5mm 以上の繊維混入ケイ酸カルシウム板 

八 鉄鋼 

九 アルミニウム 

十 金属板  

十一  ガラス  

十二  モルタル 

十三  しっくい 

十四  石 

十五  厚さが 12mm 以上のせっこうボード 

（ボード用原紙の厚さが 0.6mm 以下のものに限る。） 

十六  ロックウール 

十七  グラスウール板 

四 陶磁器質タイル 

五 繊維強化セメント板 

六 厚さが 3mm 以上のガラス繊維混入セメント板 

七 厚さが 5mm 以上の繊維混入ケイ酸カルシウム板 

八 鉄鋼 

九 アルミニウム 

十 金属板 

十一 ガラス 

十二 モルタル 

十三 しっくい 

十四 石 

十五 厚さが 12mm 以上のせっこうボード 

（ボード用原紙の厚さが 0.6mm 以下のものに限る。） 

十六 ロックウール 

十七 グラスウール板 

以 上 

四 陶磁器質タイル 

五 繊維強化セメント板 

六 厚さが３mm以上のガラス繊維混入セメント板 

七 厚さが５mm以上の繊維混入ケイ酸カルシウム 

板 

八 鉄鋼 

九 アルミニウム 

十 金属板 

十一 ガラス 

十二 モルタル 

十三 しっくい 

十四 石 

十五 厚さが12mm以上のせっこうボード 

(ボード用原紙の厚さが0.6mm以下のものに限る。) 

十六  ロックウール 

十七  グラスウール板 
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添付資料５ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉 

重大事故等対処施設における 

建屋内装材の不燃性について 

添付資料５ 

建屋内装材の不燃性について 

添付資料５ 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対処施設における 

建物内装材の不燃性について 
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添付資料５ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉 

重大事故等対処施設における建屋内装材の不燃性について 

1．はじめに

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉において重大事故等対

処施設を設置する建屋の内装材に対する不燃性材料の使用につい

て示す。 

2．要求事項 

建屋内装材への不燃性材料の使用は，「実用発電用原子炉及び

その附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下「火災防護に係

る審査基準」という。）の「2.1 火災発生防止」の 2.1.2 に基

づき実施することが要求されている。 

火災防護に係る審査基準の記載を以下に示す。 

2.1 火災発生防止 

2.1.2 安全機能を有する構築物，系統及び機器は，以下の各号に

掲げるとおり，不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計であ

ること。ただし，当該構築物，系統及び機器の材料が，不燃性

材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代

替材料」という。）である場合，もしくは，当該構築物，系統及

び機器の機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術上

困難な場合であって，当該構築物， 系統及び機器における火災

に起因して他の安全機能を有する構築物，系統及び機器におい

て火災が発生することを防止するための措置が講じられている

場合は， この限りではない。 

(6) 建屋内装材は，不燃性材料を使用すること。

添付資料５ 

建屋内装材の不燃性について 

1．概 要

東海第二発電所において，安全機能を有する機器等を設置する

建屋の内装材に対する不燃性材料の使用について示す。 

2．要求事項 

建屋内装材への不燃性材料の使用は，「実用発電用原子炉及び

その附属施設の火災防護に係る審査基準」(以下「火災防護に係る

審査基準」という。)の「2.1 火災発生防止」の 2.1.2 に基づき実

施することが要求されている。 

火災防護に係る審査基準の記載を示す。 

2.1 火災発生防止 

2.1.2 安全機能を有する構築物，系統及び機器は，以下の各号

に掲げるとおり，不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計

であること。ただし，当該構築物，系統及び機器の材料が，

不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの

（以下「代替材料」という。）である場合，もしくは，当該

構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材

料の使用が技術上困難な場合であって，当該構築物，系統及

び機器における火災に起因して他の安全機能を有する構築

物，系統及び機器において火災が発生することを防止するた

めの措置が講じられている場合は，この限りではない。 

(6) 建屋内装材は，不燃性材料を使用すること。

添付資料５ 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対処施設における 

建物内装材の不燃性について 

1. はじめに

島根原子力発電所２号において重大事故等対処施設を設置す

る建物の内装材に対する不燃性材料の使用について示す。 

2. 要求事項

建物内装材への不燃性材料の使用は，「実用発電用原子炉及び

その附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下「火災防護に係

る審査基準」という。）の「2.1火災発生防止」の2.1.2に基づき

実施することが要求されている。 

火災防護に係る審査基準の記載を以下に示す。 

2.1 火災発生防止 

2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、以下の各号

に掲げるとおり、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計

であること。ただし、当該構築物、系統及び機器の材料が、

不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの

（以下「代替材料」という。）である場合、もしくは、当該

構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材

料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、系統及

び機器における火災に起因して他の安全機能を有する構築

物、系統及び機器において火災が発生することを防止するた

めの措置が講じられている場合は、この限りではない。 

(6) 建屋内装材は、不燃性材料を使用すること。
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（参考） 

「当該構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって，当該構築物，

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する

構築物，系統及び機器において火災が発生することを防止す

るための措置が講じられている場合」とは，ポンプ，弁等の

駆動部の潤滑油，機器躯体内部に設置される電気配線，不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等，当該材料が発火

した場合においても，他の構築物，系統又は機器において火

災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

3．建屋内装材における国内規制内容 

建物の天井，壁，床に使用される内装材には，出火時の急速

な火災拡大を防止するための防火規制が定められている。 

火災拡大には，天井材及び壁材の寄与が大きく，床材の寄与

は小さいことから，国内規制では第１表のとおり「天井材及び

壁材」と「床材」で規制内容が異なる。 

天井材及び壁材については建築基準法により，また，床材に

ついては消防法により規制されている。 

第１表：規制内容比較 

（参考） 

「当該構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって，当該構築物，

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する

構築物，系統及び機器において火災が発生することを防止す

るための措置が講じられている場合」とは，ポンプ，弁等の

駆動部の潤滑油，機器躯体内部に設置される電気配線，不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等，当該材料が発火

した場合においても，他の構築物，系統又は機器において火

災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

3．建屋内装材の国内規制 

建物の天井，壁，床に使用される内装材には，出火時の急速な

火災拡大を防止するための防火規制が定められている。 

火災拡大には天井材及び壁材の寄与が大きく，床材の寄与は小

さいことから「天井材及び壁材」と「床材」で規制内容が異なる。 

以下のとおり，天井材及び壁材については建築基準法により，

また，床材については消防法により規制されている。 

第 1表 規制内容比較 

（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要

な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する

構築物、系統及び機器において火災が発生することを防止す

るための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁等の

駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火

した場合においても、他の構築物、系統又は機器において火

災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 

3. 建物内装材における国内規制内容

建物の天井，壁，床に使用する内装材は，出火時の急速な火

災拡大を防止するための防火規制が定められている。 

火災拡大には，天井材及び壁材の寄与が大きく，床材の寄与

は小さいことから，国内規制では第１表のとおり「天井材及び

壁材」と「床材」で規制内容が異なる。 

天井材及び壁材については建築基準法により，また，床材に

ついては消防法により規制されている。 

第１表 規制内容比較 
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4．建屋内装材の不燃性について 

「3. 建屋内装材における国内規制内容」を踏まえ，建築基準

法における不燃材料，準不燃材料及び消防法における防炎物品

として防火性能を確認できた材料を「火災防護に係る審査基準」

に適合する「不燃性材料」とする。 

また，国内規定に定められる防火要求において，試験により

確認できた材料を「代替材料」と位置付ける（火災防護に係る

審査基準 2.1.2 ただし書きの適用）。 

なお，耐放射線性等の機能要求があり，代替材料の使用が技

術上困難な場合で，不燃材料の表面に塗布されたコーティング

剤については，不燃性材料の適用外とする（火災防護に係る審

査基準 2.1.2 ただし書き及び（参考）の適用）。 

以上より，内装材の不燃性を第１図のフローに基づき確認す

る。 

第１図：内装材の適合性判定フロー 

5．内装材の認定，仕様規定の確認（ルートⅠ） 

設計図書及び現地確認により，内装材における防火規制上の

認定及び仕様規定への適合を確認した。 

なお，中央制御室の床のタイルカーペット，消防法施行規則

第四条の三に基づき，第三者機関において防炎物品の防炎性能

試験を実施し，性能を満足したものであり国が登録したものを

使用している。 

4．建屋内装材の不燃性について 

 上記「3．建屋内装材の国内規制」を踏まえ，建築基準法におけ

る不燃材料，準不燃性材料並びに消防法における防炎物品として

防火性能を確認した材料を「不燃性材料」とする。 

 なお，耐放射線性等の機能要求があり，代替材料の使用が技術

上困難な場合で，不燃材料の表面に塗布するコーティング剤は，

不燃性材料の適用外とする。（火災防護に係る審査基準 2.1.2(参

考)を参照） 

 以下に，内装材の不燃性を第 1 図の確認フローに基づき確認す

る。 

第 1図 内装材の不燃性確認フロー 

5．内装材の認定，仕様規定の確認（①） 

設計図書及び現場確認により，内装材における防火規制上の認

定及び仕様規定への適合状況を確認した。 

 なお，中央制御室のタイルカーペットは，消防法施行規則第四

条の三に基づき，第三者機関において防炎物品の防炎性能試験を

実施し，性能を満足したものであり国が登録したものを使用して

いる。 

4. 建物内装材の不燃性について

「3. 建物内装材における国内規制内容」を踏まえ，建築基準

法における不燃材料，準不燃材料及び消防法における防炎物品と

して防火性能を確認できた材料を「火災防護に係る審査基準」に

適合する「不燃性材料」とする。 

また，国内規定に定められる防火要求において，試験により確

認できた材料を「代替材料」と位置付ける（火災防護に係る審査

基準2.1.2ただし書きの適用。）。 

なお，耐放射線性等の機能要求があり，代替材料の使用が技術

上困難な場合で，不燃材料の表面に塗布されたコーティング剤に

ついては，不燃性材料の適用外とする。（火災防護に係る審査基

準2.1.2ただし書き及び（参考）の適用） 

以上より，内装材の不燃性を第１図のフローに基づき確認す

る。 

第１図 内装材の適合性判定フロー 

5. 内装材の認定，仕様規定の確認（ルートⅠ）

設計図書及び現場確認により，内装材における防火規制上の仕

様規定への適合を確認した。 

なお，中央制御室の床のタイルカーペット及び緊急時対策本部

の床のビニル系タイルは，消防法施行規則第四条の三に基づき，

第三者機関において防炎物品の防炎性能試験を実施し，性能を満

足したものであり国が登録したものを使用している。 

・内装材の適合性判定フ

ローの相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，柏崎

6/7 と同様に国内規制

認定品でないものにつ

いて，試験により，不燃

性材料の防火性能と同

等以上（「代替材料」）で

あることを確認し，使用 
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6．試験による内装材の適合性判定（ルートⅡ） 

内装材のうち防火規制上の認定及び仕様規定への適合が確認

できない材料については、建築基準法施行令第一条の六又は消

防法施行令第四条の三に基づく試験により，不燃性材料の防火

性能と同等以上（「代替材料」）であることを確認する。 

7．不燃基材の仕様確認（ルートⅢ） 

管理区域の床，壁には耐放射線性及び除染性を確保すること，

非管理区域の一部の床には防塵性を確保すること，原子炉格納

容器内の床，壁には耐放射線性，除染性及び耐腐食性を確保す

ることを目的として，コーティング剤を塗布する設計としてい

る。このコーティング剤は，旧建設省告示第 1231 号第 2 試験

又は米国 ASTM 規格 E84，建築基準法施行令第一条の六に基づ

く難燃性塗料であること，不燃性材料に塗布されていることを

確認することで，火災防護に係る審査基準 2.1.2 の（参考）に

基づく「不燃材料表面のコーティング剤は，他の構築物，系統

又は機器において火災が生じるおそれが小さい」に該当するこ

とから，不燃性材料の適用外とする。 

8．内装材の適合性判定結果 

「5.内装材の認定，仕様規定の確認」より，塗装材を除く建

屋内装材について不燃性材料であることを確認した。（第２表） 

また，第２表に示す以外の内装材を設ける場合については「6.

試験による内装材の適合性判定」，「7．不燃基材の仕様確認」に

基づき，不燃性材料と同等であることを確認する設計とする。 

6．内装材の仕様確認（②） 

管理区域内で使用されるエポキシ樹脂塗料等は，旧建設省告示

第1231号第2試験に基づく難燃性が確認された塗料であることに

加え，不燃性材料であるコンクリート表面に塗布することから，

火災防護に係る審査基準 2.1.2（参考）の「不燃材料の表面に塗

布されるコーティング剤等，当該材料が発火した場合においても，

他の構築物，系統又は機器において火災を生じさせるおそれが小

さい」とされていることより，不燃性材料と同等である。 

7.内装材の不燃性確認結果

上記，「5．内装材の認定，仕様規定の確認」，「6．内装材の仕様

確認」により，建屋内装材を確認した。結果，原子炉建屋６階燃

料交換台車操作室床，中央制御室コンピューター室床，換気空調

機械室床に不燃材料でない内装仕様があることを確認した。これ

らについては，不燃材料に取り替えることとする。以下，第 2 表

に内装材使用状況を示す。 

6. 試験による内装材の適合性判定（ルートⅡ）

内装材のうち防火規制上の認定及び仕様規定への適合が確認

できない材料については，建築基準法第二条一項九号又は消防

法施行令第四条の三に基づく試験により，不燃性材料の防火性

能と同等以上（「代替材料」）であることを確認する。 

7. 不燃基材の仕様確認（ルートⅢ）

管理区域の床，壁には耐放射線性及び除染性を確保すること，

非管理区域の一部の床には防塵性を確保することを目的とし

て，コーティング剤を塗布する設計としている。このコーティ

ング剤は，旧建設省告示 1231 号第２試験又は建築基準法施行

令第一条第六号に基づく難燃性が確認された塗料であることに

加え，不燃性材料に塗布されていることを確認することで，火

災防護に係る審査基準 2.1.2 の（参考）に基づく「不燃材料表

面のコーティング剤は，他の構築物，系統又は機器において火

災が生じるおそれが小さい」に該当することから，不燃性材料

の適用外とする。 

8. 内装材の不燃性判定結果

「5.内装材の認定，仕様規定の確認」より，建物内装材につい

ては不燃性材料又はこれと同等であることを確認した。（第２表） 

また，第２表に示す以外の内装材を設ける場合については，「6．

試験による内装材の適合性判定」，「7．不燃基材の仕様確認」に

基づく設計とする。 

・内装材の適合性判定フ

ローの相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，柏崎

6/7 と同様に国内規制

認定品でないものにつ

いて，試験により，不燃

性材料の防火性能と同

等以上（「代替材料」）で

あることを確認し，使用 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

コーティング剤の仕

様の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉は，不燃性

材料又はこれと同等で

ある内装材を使用 
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第２表：内装材使用状況一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 表 内装材使用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 内装材使用状況一覧 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 内装仕様の相違 
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添付資料６ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

中央制御室・緊急時対策所の排煙設備について 

添付資料７ 

中央制御室・緊急時対策所の排煙設備 

について 

添付資料６ 

島根原子力発電所２号炉における 

中央制御室の排煙設備について ・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉の緊急時

対策室には，排煙設備を

設置しないが，消火困難

エリアとして全域ガス

消火設備を設置 
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添付資料６ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

中央制御室・緊急時対策所の排煙設備について 

1．はじめに

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」（以下，「火災防護に係る審査基準」という。）では，中央

制御室，及び緊急時対策所のような運転員が常駐するエリアに

は，火災発生時の煙を排気するため排煙設備を設置することが

要求されていることから，重大事故等対処施設である 6 号及び 

7 号炉中央制御室，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所に以下の

とおり排煙設備を配備する。 

2．要求事項 

火災防護に係る審査基準の「2.2 火災の感知，消火」の 2.2.1

では，火災時に煙の充満等により消火活動が困難なところには，

自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備の設置が要求

されている。一方，重大事故等対処施設である 6 号及び 7 号

炉中央制御室，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所については，

通常運転員や職員が駐在しており，火災時に煙が充満しなけれ

ば迅速に消火活動が可能であることから，排煙設備を設置する。 

火災防護に係る審査基準の記載を以下に示す。 

2.2 火災の感知、消火 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるように、

安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する火災の影響

を限定し、早期の火災感知及び消火を行える設計であること。 

(2) 消火設備

①原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するための安全

機能を有する構築物、系統及び機器が設置される火災区域また

は火災区画であって、火災時に煙の充満、放射線の影響等によ

り消火活動が困難なところには、自動消火設備又は手動操作に

よる固定式消火設備を設置すること。

添付資料７ 

中央制御室・緊急時対策所の排煙設備について 

1．概 要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準」(以下「火災防護に係る審査基準」という。)では，中央制御

室のような運転員が駐在する火災区域には，火災発生時の煙を排

気するため，排煙設備を設置することが要求されていることから，

以下のとおり排煙設備を配備する。 

2.要求事項

火災防護に係る審査基準の「2.2 火災の感知，消火」の2.2.1 で

は，火災時に煙の充満等により消火活動が困難なところには，自

動消火設備又は手動操作による固定式消火設備の設置が要求され

ている。一方，重大事故等対処施設である中央制御室，緊急時対

策所については，火災時に煙が充満しなければ迅速に消火活動が

可能であることから，排煙設備を設置する。 

火災防護に係る審査基準の記載を以下に示す。 

2.2 火災の感知、消火 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるように、

安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する火災の影響

を限定し、早期の火災感知及び消火を行える設計であること。 

(2)消火設備

①原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための安

全機能を有する構築物，系統及び機器が設置される火災区域

または火災区画であって，火災時に煙の充満，放射線の影響

等により消火活動が困難なところには，自動消火設備又は手

動操作による固定式消火設備を設置すること。

添付資料６ 

島根原子力発電所２号炉における 

中央制御室の排煙設備について 

1. はじめに

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」（以下「火災防護に係る審査基準」という。）では，中央

制御室のような運転員が常駐するエリアには，火災発生時の煙を

排気するため，排煙設備を設置することが要求されていることか

ら，重大事故等対処施設である中央制御室に以下のとおり排煙設

備を配備する。 

2. 要求事項

火災防護に係る審査基準の「2.2 火災の感知，消火」の2.2.1 で

は，火災時に煙の充満等により消火活動が困難なところには，自

動消火設備又は手動操作による固定式消火設備の設置が要求さ

れている。一方，重大事故等対処施設である中央制御室について

は，通常運転員や職員が駐在しており，火災時に煙が充満しなけ

れば迅速に消火活動が可能であることから，排煙設備を設置す

る。 

火災防護に係る審査基準の記載を以下に示す。 

2.2 火災の感知、消火 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるように、

安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する火災の影響

を限定し、早期の火災感知及び消火を行える設計であること。 

(2)消火設備

① 消火設備については、以下に掲げるところによること。

h.原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するための安

全機能を有する構築物、系統及び機器が設置される火災区域

又は火災区画であって、火災時に煙の充満、放射線の影響等

により消火活動が困難なところには、自動消火設備又は手動

操作による固定式消火設備を設置すること。

・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉の緊急時

対策室には，排煙設備を

設置しないが，消火困難

エリアとして全域ガス

消火設備を設置する設

計 

・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉の緊急時

対策室には，排煙設備を

設置しないが，消火困難

エリアとして全域ガス

消火設備を設置する設

計 
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3．排煙設備 

6 号及び 7 号炉中央制御室，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策

所の煙を排気するため，建築基準法等に準じて排煙設備を配備

する。以下に排煙設備の仕様を示す。 

3.1 6 号炉及び 7 号炉中央制御室 

(1) 排煙容量

中央制御室の排煙設備は，「建築基準法施行令第百二十六

条の三」に準じて， 以下の排煙容量とする。 

排煙容量：950m3/min 

中央制御室床面積：430.5m2（防煙区画のうち床面積最大部） 

建築基準法における排煙容量の算出 

中央制御室防煙区画数：13 区画 

最大区画床面積  ：430.5m2 

排煙量：最大区画床面積×2m3＝430.5×2＝861m3/min 

【建築基準法の要求排煙容量】 

120m3/min 以上で，かつ，防煙区画部分の床面積 1m2 につ

き 1m3（2 以上の防煙区画部分に関わる排煙機にあっては，

当該防煙区画部分のうち床面積の最大のものの床面積 1m2 

につき 2m3） 

(2) 排煙設備の使用材料

排煙設備の排煙機及びダクトは，火災時における高温の

煙の排気も考慮して以下の材料を使用する。 

・排煙機：鋼製

・ダクト：亜鉛鉄板

(3) 起動装置

排煙設備の起動設備は，排煙設備の運転状況を確認する

ため，排煙設備近傍に手動起動装置を設置する。 

(4) 電源

排煙設備の電源は，外部電源喪失を考慮し，非常用電源

より供給する。 

3.排煙設備

中央制御室，緊急時対策所の煙を排気するため，建築基準法施

行令に準じて排煙設備を配備する。以下に排煙設備の仕様を示す。 

(1) 排煙容量

中央制御室の排煙設備は，建築基準法施行令第百二十六条の

三の排煙設備に準じて，以下の排煙容量とする。 

排煙容量：290m３／min 以上×2台(580 m３／min 以上) 

【中央制御室床面積：524m２】 

 建築基準法における排煙容量の算出 

290m３／min 以上×2台 

＝524 m３／min（中央制御室の床面積 1m２につき 1m３／min 以

上） 

×1.1 (ダクト圧力損失 0.1 考慮) 

  【建築基準法の要求排煙容量】 

120m３／min 以上で，かつ，床面積 1m２につき 1m３／min（2

以上の防煙区画部分に係る排煙機にあっては，当該防煙区

画部分のうち床面積の最大のものの床面積 1m2につき 2m3）

以上 

※詳細設計により仕様（容量，台数）は変更の可能性がある。 

3. 排煙設備

中央制御室の煙を排気するため，建築基準法等に準じて排煙設

備を配備する。 

 以下に排煙設備の仕様を示す。 

3.1 中央制御室 

(1) 排煙容量

中央制御室の排煙設備は，「建築基準法施行令第百二十六

条の三」に準じて，以下の排煙容量とする。 

排煙容量：約186m3/min（11,150 m3/h） 

中央制御室床面積：約75m2（防煙区画のうち床面積最大部） 

建築基準法における排煙容量の算出 

中央制御室防煙区画数：８区画 

最大区画床面積   ：約75m2 

排煙量：最大区画床面積×2m3＝75×2＝150m3/min 

【建築基準法の要求排煙容量】 

120m3/min以上で，かつ，防煙区画部分の床面積1m2につき

1m3（２以上の防煙区画部分に関わる排煙機にあっては，当

該防煙区画部分のうち床面積の最大のものの床面積1m2に

つき2m3） 

(2) 排煙設備の使用材料

排煙設備の排煙機及びダクトは，火災時における高温の煙

の排気も考慮して以下の材料を使用する。 

・排煙機：鋼製

・ダクト：亜鉛鉄板

(3) 起動装置

排煙設備の起動設備は，排煙設備の運転状況を確認するた

め，排煙設備近傍に手動起動装置を設置する。 

(4) 電源

排煙設備の電源は，外部電源喪失を考慮し，非常用電源よ

り供給する。 

・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉の緊急時

対策室には，排煙設備を

設置しないが，消火困難

エリアとして全域ガス

消火設備を設置 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様の相違 
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3．2 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

(1) 排煙容量

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の排煙設備は，「建築基

準法施行令第百二十六条の三」に準じて，以下の排煙容量

とする。 

排煙容量：872m3/min 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所床面積：172.5m2（防煙

区画のうち床面積最大部） 

建築基準法における排煙容量の算出 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所防煙区画数：2 区画 

最大区画床面積  ：172.5m2 

排煙量：最大区画床面積×2m3＝172.5×2＝345m3/min 

【建築基準法の要求排煙容量】 

120m3/min 以上で，かつ，防煙区画部分の床面積 1m2 に

つき 1m3（2 以上の防煙区画部分に関わる排煙機にあって

は，当該防煙区画部分のうち床面積の最大のものの床面積 

1m2 につき 2m3） 

(2) 排煙設備の使用材料

排煙設備の排煙機及びダクトは，火災時における高温の煙

の排気も考慮して以下の材料を使用する。 

・排煙機：鋼製

・ダクト：亜鉛鉄板

(3) 起動装置

排煙設備の起動設備は，排煙設備の運転状況を確認するた

め，排煙設備近傍に手動起動装置を設置する。 

(4) 電源

排煙設備の電源は，外部電源喪失を考慮し，非常用電源よ

り供給する。 

②緊急時対策所

緊急時対策所の排煙設備は，建築基準法の排煙設備に準じ

て，以下の排煙容量とする。 

排煙容量：約 167m３／min 以上×1台※ 

【緊急時対策所 面積：約 347.1m２】 

緊急時対策所内を 6つの防煙区画に分割し，面積が最大とな

る防煙区画の床面積から排煙容量を算出する。このうち，床面

積が最大となる防煙区画の面積は 73.4m２。 

建築基準法における排煙容量の算出 

約 167m３／min 以上×1台 

＝ 73.4m３／min （緊急時対策所の防煙区画のうち床面積が

最大のものの床面積 1m２につき 2m３／min

以上） 

×2m３／min×1.1(ダクト圧力損失 0.1 考慮) 

＝73.4 m３／min×2m３／min×1.1＝161.48m３／min 

以上より，167m３／min≒10,000m３／hrとする。 

※今後の詳細検討により、容量・台数等の変更も有り得る。

(2)排煙設備の使用材料

  排煙設備の排煙機及びダクトは，火災時における煙の排気を

考慮し以下の材料とする。 

・排煙機：金属製

・ダクト：耐火性・耐熱性を有するダクト

(3)電源

  排煙設備の電源は，外部電源喪失を考慮し，中央制御室の排

煙設備は非常用電源より供給し，緊急時対策所の排煙設備の電

源は，緊急時対策所用発電機が接続する電源から供給する設計

とする。 

・設備及び運用の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉の緊急時

対策所には排煙設備を

設置しないが，消火困難

エリアとして全域ガス

消火設備を設置 
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(4)その他

・自然災害（竜巻，火山灰）における屋外排気口の防護対策と

して，十分な厚さの鉄板を設置し下向きの排気とする。 

・中央制御室の気密性を確保するため，中央制御室バウンダリ

機能を満足する隔離弁を設置する。 

第１図 中央制御室非常用換気空調系系統図 

第２図 中央制御室排煙設備概要 

・設備の相違

【東海第二】 

系統設計の相違 
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添付資料７ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉 

重大事故等対処施設における 

消火用非常照明器具の配置図 

添付資料６ 

消火用非常照明器具の配置図

添付資料７ 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対処施設 

における消火用非常照明器具の配置図 
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添付資料７ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉重大事故等対処施設に

おける消火用非常照明器具の配置図 

1．概 要 

建屋内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場所へ

の経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，現場への移

動等の時間に加え，消火継続時間 20 分を考慮して，1 時間以

上の容量の蓄電池を内蔵する照明器具（以下，「蓄電池内蔵型

照明」という。）を設置する。 

なお，火災以外の非常時も考慮し 12 時間点灯できる容量の

蓄電池内蔵型照明としている。 

蓄電池内蔵型照明の配置を以下に示す。 

添付資料６ 

消火用非常照明器具の配置図 

1．概 要

屋内の消火栓，消火設備現場操作盤の設置場所及びこれら設

備までの経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，現場

への移動時間並びに消火継続時間 20 分を考慮して，1時間以

上の容量の蓄電池を内蔵する非常用照明器具を設置する。 

また，火災以外の非常時も考慮し 12 時間点灯できる容量の

ものとしている。 

なお、今後の詳細設計により追加設置等も考慮する。 

第１表 蓄電池内蔵型照明仕様 

添付資料７ 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対処施設における 

消火用非常照明器具の配置図 

1. 概 要

建物内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場所への

経路には，移動及び消火設備の操作を行うため，現場への移動等

の時間に加え，消火継続時間20分を考慮して，１時間以上の容量

の蓄電池を内蔵する照明器具（以下「蓄電池内蔵型照明」という。）

を設置する。 

なお，火災以外の非常時も考慮し８時間以上点灯できる容量の

蓄電池内蔵型照明としている。 

蓄電池内蔵型照明の配置を以下に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，作業

に要する時間を踏まえ，

十分な容量の蓄電池を

内蔵する消火用非常用

照明を設置 
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蓄電池内蔵型照明 仕様 蓄電池内蔵型照明（壁掛け型）仕様 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様の相違 
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添付資料８ 

常設代替高圧電源装置置場の 

火災感知設備及び消火設備について 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉の常設代

替交流電源設備（ガスタ

ービン発電機）は，建物

内に設置されており，異

なる感知方式の感知器

及び全域ガス消火設備

を設置 
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添付資料８ 

常設代替高圧電源装置置場の火災感知設備及び消火設備について 

１．常設代替高圧電源装置置場（地下部）の火災感知設備及び消

火設備ついて 

①２C・２D非常用ディーゼル燃料移送ポンプ室 ，

HPCS ディーゼル燃料移送ポンプ室  ディーゼル駆動

消火ポンプ用燃料移送ポンプ室 及び常設代替高圧電

源装置燃料移送ポンプ室 

当該火災区画は，燃料油である軽油を取り扱う燃料移送ポンプ

が設置されるが，常時，換気設備により機械換気されており，可

燃性の蒸気が滞留するおそれはないことから，防爆型の火災感知

器は設置せず，アナログ式の煙感知器，熱感知器を異なる種類の

感知器として設置する。 

消火設備は，油内包設備である軽油移送ポンプが設置され，

火災発生時に煙の充満により消火活動が困難となる可能性が否

定できないことから，ハロゲン化物自動消火設備（全域）を設置

することとする。なお、人が立ち入る場合には自動消火設備が動

作しないように起動信号を除外する運用とする。 

②燃料移送ポンプ前室

燃料移送ポンプ前室は，各移送ポンプ室へ連絡する通路部で

あり，油内包設備，電源盤など可燃物となる設備は設置されない

こと，持込み可燃物の管理を行うことにより火災の発生防止を図

ることから，当該火災区画は火災の影響を受けるおそれが考えに

くい。したがって，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を

設置する設計とする。 

消火設備は，火災防護対象機器は設置されず，可燃物が少な

いことから煙の充満により消火活動が困難となることはないた

め、消火器で消火を行う設計とする。 

③換気機械室

当該火災区画には，軽油移送ポンプ室，常設代替高圧電源装

置置場カルバート（トンネル部，立坑部），緊急用電気品室用の

換気設備が設置される。 

これらの換気設備は，油内包設備ではなく，持込み可燃物の

管理を行うことにより火災の発生防止を図ることから，当該火災

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉の常設代

替交流電源設備（ガスタ

ービン発電機）は，建物
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なる感知方式の感知器

及び全域ガス消火設備

を設置 
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区画は火災の影響を受けるおそれが考えにくい。したがって，消

防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設置する設計とする。 

消火設備は，油内包設備は設置せず，持込み可燃物の管理を

行うことにより可燃物量を少なくすることから煙の充満により

消火活動が困難となることはないため、消火器で消火を行う設計

とする。 

④緊急用電気品室

当該火災区画には，常設代替高圧電源装置から給電される緊

急用 M／C，緊急用 P／Cなど緊急用電源に関する設備が設置され

る。 

火災感知設備は，異なる種類の組み合わせとしてアナログ式

の煙感知器，熱感知を設置する設計とする。 

消火設備は，電源盤が設置されることから，火災発生時に煙

の充満により消火活動が困難となることが否定できないため，ハ

ロゲン化物自動消火設備（全域）を設置する設計とする。なお、

人が立ち入る場合には自動消火設備が動作しないように起動信

号を除外する運用とする。 

⑤階段室

階段室には，可燃物なる設備は設置されないこと，持込み可

燃物の管理を行うことにより火災の発生防止を図ることから，当

該火災区画は火災の影響を受けるおそれが考えにくい。したがっ

て，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設置する設計と

する。 

消火設備は，火災防護対象機器は設置されず，可燃物が少な

いことから煙の充満により消火活動が困難となることはないた

め、消火器で消火を行う設計とする 

⑥機器ハッチ室（地下１階部分

当該火災区画には，２C非常用ディーゼル発電機及び高圧注水

系ディーゼル発電機用燃料移送ポンプ室から常設代替高圧電源

装置置場カルバート（DB トンネル部）へ繋がる軽油移送配管が

設置される。火災感知器は、異なる種類の感知器として，アナロ

グ式の煙感知器、熱感知器を設置する設計とする。 

消火設備は，ハロゲン化物自動消火設備（全域）を設置する

設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 
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⑦西側淡水貯水設備 

重大事故等の収束に必要な水源となる西側淡水貯水設備が、

常設代替高圧電源装置置場の最下層に設置される。西側淡水貯水

設備は，不燃材料のみで構成されており、水を内包しており、火

災の発生する恐れがないことから火災防護対策が不要であるた

め，消防法又は建築基準法に基づく火災感知設備及び消火設備を

設置する設計とする。 

 

⑧西側淡水貯水設備水位計室 

西側淡水貯水設備の設置階よりも一つ上の階層に西側淡水貯

水設備水位計が設置される。火災感知器は，異なる種類の感知器

として，アナログ式の煙感知器，熱感知器を設置する設計とする。 

消火設備は、可燃物が少ない火災区画であることから、消火

器にて消火する設計とする。 

 

⑨ハロン消火設備ボンベ室 

ハロン消火ボンベ室は，ハロゲン化物消火設備（全域）の消

火用ハロンボンベが設置される火災区画である。ハロンボンベは

不燃物で構成され，また，当該火災区画の可燃物量は少ないこと

から火災の影響を受ける可能性は少ない。したがって，消防法又

は建築基準法に基づく火災感知器を設置する。消火設備は，可燃

物が少ないことから消火器により消火を行う設計とする。 

 

⑩常設代替電源装置置場カルバート（トンネル部） 

当該火災区画は，燃料油である軽油を内包する軽油配管が設

置されるが，常時，換気設備により機械換気されており，可燃性

の蒸気が滞留するおそれはないことから，防爆型の火災感知器は

設置せず，アナログ式の煙感知器，熱感知器を異なる種類の感知

器として設置する。 

消火設備は，1時間当たりトンネル空間部容積の約 2倍の容積

を排気できる十分な排気能力を有する換気装置により，常時，機

械換気が行われていることから煙の充満により消火活動が困難

なところにはならないと考えられるが，トンネル内部は消火器等

の運搬に十分な空間が確保できないおそれがあること，トンネル

長が長いことから，早期の消火活動に影響を及ぼすおそれがある

ため固定式の消火設備を設置する設計とする。 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 
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⑪DB/SA トンネル室（立ち下がり部）

常設代替電源装置置場カルバート（トンネル部）につながる

DB トンネル室及び SA トンネル室については，常設代替電源装置

置場カルバート（トンネル部）と同じ火災区画として設定してお

り，火災感知器及び消火設備ともに常設代替電源装置置場カルバ

ート（トンネル部）と同じ設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉の常設代

替交流電源設備（ガスタ
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内に設置されており，異

なる感知方式の感知器

及び全域ガス消火設備
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参考資料１ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 

重大事故等対処施設における潤滑油又は燃料油の 

引火点，環境温度及び機器運転時の温度について 

参考資料１ 

重大事故等対処施設における 

潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度につ

いて 

参考資料１ 

島根原子力発電所２号炉の 

重大事故等対処施設における潤滑油 

又は燃料油の引火点，環境温度及び機器運転時の 

温度について 
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参考資料１ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉重大事故等対処施設に

おける 

潤滑油又は燃料油の引火点，環境温度及び機器運転時の温度につ

いて 

1．はじめに

重大事故等対処施設を設置する火災区域内の油内包設備に使

用している潤滑油及び燃料油は，その引火点が油内包機器を設

置する環境温度よりも高く，機器運転時の温度よりも高いため，

可燃性蒸気とならないことを以下のとおり確認した。 

2．潤滑油又は燃料油の引火点，環境温度及び機器運転時の温度 

2.1．常設代替交流電源設備 

2.1.1．潤滑油の引火点，環境温度及び機器運転時の温度 

油内包機器に使用している潤滑油の引火点は約 270℃であり，

各場所の環境温度（外気温 40℃における運転中の局所的最高温

度：約 70℃）及び機器運転時の潤滑油温度（運転時の最高使用温

度：約 165℃）に対し大きいことを確認した。 

第１表に，主要な潤滑油内包機器に使用している潤滑油の引火

点，環境温度及び機器運転時の温度を示す。 

参考資料 1 

重大事故等対処施設における潤滑油又は燃料油の引火点， 

室内温度及び機器運転時の温度について 

1.はじめに

重大事故等対処施設を設置する火災区域にある油内包設備に

使用する潤滑油又は燃料油は，その引火点が油内包設備を設置

する環境温度よりも高く，機器運転時の温度よりも高いため，

可燃性蒸気とならないことを以下のとおり確認した。 

2.潤滑油の引火点，室内温度，機器運転時の温度

火災区域に設置する油内包設備に使用している潤滑油の引火

点は，約 220℃～270℃であり，各火災区域の温度（空調設計上

の上限値である室内設計温度:約 10℃～40℃）及び機器運転時

の潤滑油温度（運転時最高使用温度：約 80℃～95℃）に対し高

いことを確認した。また，常設代替高圧電源設備に使用してい

る潤滑油の引火点は約 250℃であり設置場所の温度(外気温

40℃)及び機器運転時の潤滑油温度(外気温40℃における運転時

の最高使用温度：約 105℃)に対し大きいことを確認した。 

第 1 表に主要な潤滑油内包設備に使用している潤滑油の引火

点，室内温度及び機器運転時の温度を示す。 

参考資料１ 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対処施設における 

潤滑油又は燃料油の引火点，環境温度及び機器運転時の温度につ

いて 

1. はじめに

重大事故等対処施設を設置する火災区域内にある油内包設備

に使用している潤滑油及び燃料油は，その引火点が油内包機器

を設置する環境温度よりも高く，機器運転時の温度よりも高い

ため，可燃性蒸気とならないことを以下のとおり確認した。 

2. 潤滑油の引火点，環境温度及び機器運転時の温度

火災区域内に設置する油内包機器に使用している潤滑油の引

火点は約 200～260℃であり，各火災区域の環境温度（空調設計

上の上限値である室内設計温度：約 40～66℃）及び機器運転時

の潤滑油温度（運転時の最高使用温度：約 75～105℃）に対し

大きいことを確認した。 

第１表に，主要な潤滑油内包機器に使用している潤滑油の引

火点，環境温度及び機器運転時の温度を示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 潤滑油の仕様の相違 

41-256



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第１表：主要な潤滑油の引火点，環境温度及び機器運転時の温度 

2.1.2．燃料油の引火点及び環境温度 

運転中はパッケージ換気ファンによりガスタービンを冷却し

ているため，外気温 40℃の時，換気出口では空気温度が 70℃

近くになるが，ガスタービンの燃料供給部分付近の空気は，エ

ンジンの放熱量と換気流量のバランスより，軽油の引火点 45℃

以下となる 

また，燃料供給部分付近の温度が軽油の引火点を超えたとし

ても，火災区域内は，大量の空気により換気されているため可

燃濃度に達しない。 

第 1表 主要な潤滑油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度 

3.燃料油の引火点，室内温度，機器運転時の温度

火災区域内に設置する燃料油は，非常用ディーゼル発電機（以

下「D/G」という。）に使用する軽油である。 

軽油の引火点は約 45℃であり，プラント通常運転時の D/G 室

の室内設計温度である 40℃に対し高いことを確認した。なお，

D/G 起動時は，D/G 室専用の換気ファンが起動し，D/G 室内の換

気を行うよう設計されている。 

また，常設代替高圧電源装置は，運転中は冷却ファンにより

内燃機関を冷却し，外気温 40℃の時，排気空気温度は 76℃近く

になるが，内燃機関の燃料供給部分付近の空気は，エンジンの

放熱量と換気流量のバランスより，軽油の引火点 45℃以下とな

る。仮に燃料供給部分付近の温度が軽油の引火点を超えたとし

ても，火災区域内は多量の空気により換気されることから，可

燃性蒸気とはならない。 

第１表 主要な潤滑油の引火点，環境温度及び機器運転時の温度 

3. 燃料油の引火点及び環境温度

ガスタービン発電機では燃料油として軽油を使用している。

運転中はパッケージ換気ファンによりガスタービンを冷却し

ているため，外気温 40℃の時，換気出口では空気温度が 70℃近

くになるが，ガスタービンの燃料供給部分付近の空気は，エン

ジンの放熱量と換気流量のバランスより，軽油の引火点 45℃以

下となる。 

また，燃料供給部分付近の温度が軽油の引火点を超えたとし

ても，火災区域内は大量の空気により換気されているため可燃

濃度に達しない。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 潤滑油の仕様の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

排気温度の相違 
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火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設の分類について 

 

1．概 要 

重大事故等対処施設は，一部，設計基準対象施設でもある施

設があることから，本資料では，火災による損傷の防止を行う

重大事故等対処施設を，「実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準

規則」という。）第八条及び「実用発電用原子炉及びその附属施

設の火災防護に係る審査基準」（以下「火災防護に係る審査基準」

という。）に基づき実施する施設と，設置許可基準規則第四十一

条に基づき実施する施設に分類する。 

設置許可基準規則第八条及び第四十一条の要求事項を以下に

示す 

 

（火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全

性が損なわれないよう、火災の発生を防止することができ、か

つ、早期に火災発生を感知する設備（以下、「火災感知設備」と

いう。）及び消火を行う設備（以下、「消火設備」といい、安全

施設に属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機能を

有するものでなければならない。 

 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤作

動又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に

停止させるための機能を損なわないものでなければならない。 

 

（火災による損傷の防止） 

第四十一条 重大事故等対処施設は、火災により重大事故等に対処

するために必要な機能を損なうおそれがないよう、火災の発生

を防止することができ、かつ、火災感知設備及び消火設備を有

するものでなければならない。 

 

 

2．火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設 

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設として，常設

重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備及び当該設備に使用し

資料 41－2 

 

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設の分類について 

 

1．概要 

 重大事故等対処施設は，一部，設計基準対象施設でもある施設

があることから，本資料では，火災による損傷の防止を行う重大

事故等対処施設を，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則」（以下，「設置許可基準規則」

という。）第八条及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災

防護に係る審査基準」（以下，「火災防護に係る審査基準」という。）

に基づき実施する施設と，設置許可基準規則第四十一条に基づき

実施する施設に分類する。 

 設置許可基準規則第八条及び第四十一条の要求事項を以下に示

す。 

 

（火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全

性が損なわれないよう、火災の発生を防止することができ、か

つ、早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」と

いう。）及び消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安全施

設に属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機能を有

するものでなければならない。 

 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤動作

又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停止

させるための機能を損なわないものでなければならない。 

 

（火災による損傷の防止） 

第四十一条 重大事故等対処施設は、火災により重大事故等に対

処するために必要な機能を損なうおそれがないよう、火災の発

生を防止することができ、かつ、火災感知設備及び消火設備を

有するものでなければならない。 

 

 

2．火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設 

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設として，常設

の重大事故等対処設備及び当該設備に使用しているケーブルを火
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火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設の分類について 

 

1. 概 要 

重大事故等対処施設は，一部，設計基準対象施設でもある施設

があることから，本資料では，火災による損傷の防止を行う重大

事故等対処施設を，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」

という。）第八条及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の火

災防護に係る審査基準」（以下「火災防護に係る審査基準」とい

う。）に基づき実施する施設と，設置許可基準規則第四十一条に

基づき実施する施設に分類する。 

設置許可基準規則第八条及び第四十一条の要求事項を以下に

示す。 

 

（火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安

全性が損なわれないよう、火災の発生を防止することができ、

かつ、早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」

という。）及び消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安

全施設に属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機

能を有するものでなければならない。 

 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤作

動及び誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停

止させるための機能を損なわないものでなければならない。 

 

（火災による損傷の防止） 

第四十一条 重大事故等対処施設は、火災により重大事故等に対処

するために必要な機能を損なうおそれがないよう、火災の発生

を防止することができ、かつ、火災感知設備及び消火設備を有

するものでなければならない。 

 

 

2. 火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設 

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設として，常設

重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備及び当該設備に使用し
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ているケーブルを火災防護対象とする。重大事故等対処施設のう

ち一部の施設については，設計基準対象施設として火災防護に係

る審査基準上の火災防護対象となる施設でもある。 

重大事故等対処施設のうち，設計基準対象施設として火災防護

に係る審査基準上の火災防護対象となる施設は，審査基準に基づ

き火災による損傷の防止を行っていることから，ここでは，設置

許可基準規則第四十一条に基づき火災による損傷の防止を行う重

大事故等対処施設（施設に使用しているケーブルを含む）と，火

災防護に係る審査基準に基づき火災による損傷の防止を行う施設

を分類する。 

2.1．重大事故等対処施設 

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設を添付資料１

に示す。重大事故等対処施設のうち，金属製の接続口，配管等や

コンクリート製の構造物等は熱影響の小さい不燃性材料で構成さ

れている。これらの不燃材で構成された機器については添付資料

１に示すとおり，構成材の特性や火災による機能への影響等を踏

まえた上で，適切に火災防護対策を行う設計とする。ただし，金

属製の配管等においても一部で内部の液体の漏えいを防止するた

め不燃性でないパッキン類が装着されている。パッキン類につい

てはフランジ取付状態を模擬した耐火試験において接液したシー

ト面に大幅な温度上昇が生じず，機能に影響しないことを確認し

ている。（8 条-別添 1-資料 1-参考 5） 

なお，添付資料 1 に示す火災防護対象機器等は，補足説明資料

の「共-1 重大事故等対処設備の設備分離及び選定について」から

抽出しており，重大事故等対処設備の主要設備及び一部の付帯設

備を記載しているが，これら以外の付帯設備も火災防護対象とす

る。 

今後重大事故等対処施設の対象が追加となった場合は，他の重

大事故等対処施設と同様の火災防護対策を実施することとする。 

災防護対象とする。重大事故等対処施設のうち一部の施設につい

ては，設計基準対象施設として火災防護に係る審査基準上の火災

防護対象となる施設でもある。 

重大事故等対処施設のうち，設計基準対象施設として火災防護

に係る審査基準上の火災防護対象となる施設は，審査基準に基づ

き火災による損傷の防止を行っていることから，ここでは，設置

許可基準規則第四十一条のみが適用となる重大事故等対処施設

（施設に使用しているケーブルを含む）について，火災防護に係

る審査基準に基づき火災による損傷の防止を行う施設と消防法等

に基づき火災防護を行う施設とに分類する。 

2.1．重大事故等対処施設 

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設を添付資料１

に示す。重大事故等対処施設のうち，金属製の接続口，配管等や

コンクリート製の構造物等は不燃性材料で構成されていることか

ら，火災発生や機能への影響のおそれはない。これら以外につい

ては火災防護対象とする。ただし、金属製の配管等においても一

部で内部の液体の漏えいを防止するため不燃性でないパッキン類

が装着されている。パッキン類についてはフランジ取り付け状態

を模擬した耐火試験において接液したシート面に大幅な温度上昇

が生じず，機能に影響しないことを確認している。なお，添付資

料１に示す火災防護対象機器等は，重大事故等対処施設の対象が

追加となった場合は,他の重大事故等対処施設と同様に火災防護

対策を実施することとする。 

重大事故等対処施設を添付資料１に示す。 

ているケーブルを火災防護対象とする。重大事故等対処施設のう

ち一部の施設については，設計基準対象施設として火災防護に係

る審査基準上の火災防護対象となる施設でもある。 

重大事故等対処施設のうち，設計基準対象施設として火災防護

に係る審査基準上の火災防護対象となる施設は，審査基準に基づ

き火災による損傷の防止を行っていることから，ここでは，設置

許可基準規則第四十一条に基づき火災による損傷の防止を行う

重大事故等対処施設（施設に使用しているケーブルを含む。）と，

火災防護に係る審査基準に基づき火災による損傷の防止を行う

施設を分類する。 

2.1. 重大事故等対処施設 

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設を添付資料

１に示す。重大事故等対処施設のうち，金属製の接続口，配管等

やコンクリート製の構造物等は熱影響の小さい不燃性材料で構

成されている。これらの不燃材で構成された機器については添付

資料１に示すとおり，構成材の特性や火災による機能への影響等

を踏まえた上で，適切に火災防護対策を行う設計とする。ただし，

金属製の配管等においても一部で内部の液体の漏えいを防止す

るため不燃性でないパッキン類が装着されている。パッキン類に

ついてはフランジ取付状態を模擬した耐火試験において接液し

たシート面に大幅な温度上昇が生じず，機能に影響しないことを

確認している。（８条-別添1-資料1-参考資料5） 

なお，添付資料１に示す火災防護対象機器等は，補足説明資料

の「共-1 重大事故等対処設備の設備分離等」から抽出しており，

重大事故等対処施設の主要設備及び一部の付帯設備を記載して

いるが，これら以外の付帯設備も火災防護対象とする。 

今後，重大事故等対処施設の対象が追加となった場合は，他の

重大事故等対処施設と同様の火災防護対策を実施することとす

る。 
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添付資料１ 

柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

重大事故等対処施設一覧表 

添付資料１ 

重大事故等対処施設一覧表 

添付資料１ 

島根原子力発電所２号炉における 

重大事故等対処施設一覧表 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料１ 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外） 

表：常設重大事故防止設備（１／１４） 

添付資料１ 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１／３６） 

添付資料１ 

島根原子力発電所２号炉 

重大事故等対処設備一覧表（建物内及び建物外） 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１／２５） ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 

41-264



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表：常設重大事故防止設備（２／１４） 重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（２／３６） 表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（２／２５） ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 

41-265
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表：常設重大事故防止設備（３／１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（３／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（３／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表：常設重大事故防止設備（４／１４） 重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（４／３６） 表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（４／２５） ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：常設重大事故防止設備（５／１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（５／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（５／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：常設重大事故防止設備（６／１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（６／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（６／２５） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：常設重大事故防止設備（７／１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（７／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（７／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表：常設重大事故防止設備（８／１４） 重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（８／３６） 表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（８／２５） ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：常設重大事故防止設備（９／１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（９／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（９／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：常設重大事故防止設備（１０／１４） 重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１０／３６） 表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１０／２５） ・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：常設重大事故防止設備（１１／１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１１／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１１／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：常設重大事故防止設備（１２／１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１２／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１２／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：常設重大事故防止設備（１３／１４） 重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１３／３６） 表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１３／２５） ・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 

41-276r2
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表：常設重大事故防止設備（１４／１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１４／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１４／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：可搬型重大事故防止設備（１／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１５／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１５／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：可搬型重大事故防止設備（２／３） 重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１６／３６） 表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１６／２５） ・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 

41-279
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表：可搬型重大事故防止設備（３／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１７／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１７／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（１／４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１８／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１８／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（２／４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（１９／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（１９／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（３／４） 重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（２０／３６） 表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（２０／２５） ・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：重大事故防止設備でない常設重大事故等対処設備（４／４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（２１／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（２１／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備（１／３） 重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（２２／３６） 表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（２２／２５） ・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備（２／３） 重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（２３／３６） 表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（２３／２５） ・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備の構成及び設置

場所の相違に伴う火災

防護対策の相違 
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表：重大事故防止設備でない可搬型重大事故等対処設備（３／３） 

 

 

 

 

重大事故等対処施設一覧表（建屋内及び建屋外）（２４／３６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 重大事故等対処施設一覧表（建物内及び建物外）（２４／２５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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41-3

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設に 

係る火災区域又は火災区画の設定について 

1．概 要

分類された重大事故等対処施設に対し，火災区域又は火災区

画を設定する。 

設置許可基準規則第八条及び第四十一条の要求事項を以下に

示す。 

（火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安

全性が損なわれないよう、火災の発生を防止することができ、

かつ、早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」

という。）及び消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安全

施設に属する ものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機能

を有するものでなければならない。 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤作動

又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停止

させるための機能を損なわないものでなければならない。 

（火災による損傷の防止） 

第四十一条 重大事故等対処施設は、火災により重大事故等に対処

するために必要な機能を損なうおそれがないよう、火災の発

生を防止することができ、かつ、火災感知設備及び消火設備

を有するものでなければならない。 

2．重大事故等対処施設における火災区域又は火災区画の設定 

重大事故等対処施設の火災防護対策を講じるために，原子炉建

屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，コントロール建屋及び緊急

時対策所の建屋内と屋外の重大事故等対処施設を設置するエリア

について，重大事故対処施設と設計基準事故対処設備の配置も考

慮して，火災区域又は火災区画を設定する。 

資料 41－3 

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設に 

係る火災区域又は火災区画の設定について 

1．概要

東海第二発電所の重大事故等対処施設が設置される区域に対

し，火災区域又は火災区画（以下，「火災区域（区画）」という。）

の設定を行う。 

2.要求事項

火災区域（区画）の要求事項については，「実用発電用原子炉

及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下「火災防護

に係る審査基準」という。）から以下のとおり整理した。 

41-3

火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設に 

係る火災区域又は火災区画の設定について 

1. 概 要

分類された重大事故等対処施設に対し，火災区域又は火災区画

を設定する。 

設置許可基準規則第八条及び第四十一条の要求事項を以下に

示す。 

（火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安

全性が損なわれないよう、火災の発生を防止することができ、

かつ、早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」

という。）及び消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安

全施設に属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機

能を有するものでなければならない。 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤作

動及び誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停

止させるための機能を損なわないものでなければならない。 

（火災による損傷の防止） 

第四十一条 重大事故等対処施設は、火災により重大事故等に対

処するために必要な機能を損なうおそれがないよう、火災の発

生を防止することができ、かつ、火災感知設備及び消火設備を

有するものでなければならない。 

2. 重大事故等対処施設における火災区域又は火災区画の設定

重大事故等対処施設の火災防護対策を講じるために，原子炉建

物，タービン建物，廃棄物処理建物，制御室建物，ガスタービン

発電機建物，緊急時対策所等の建物内と屋外の重大事故等対処施

設を設置するエリアについて，重大事故等対処施設と設計基準対

処施設の配置も考慮して，火災区域又は火災区画を設定する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の設備配

置を踏まえ，火災区域及

び火災区画を設定 
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2.1．火災区域 

建屋等の火災区域は，耐火壁によって囲まれ，他の区域と

分離されている建屋内の区域であり，下記により設定する。 

①建屋ごとに，耐火壁（床，壁，天井，扉等耐火構造物の一部

であって，必要な耐火能力を有するもの）により囲われた区

域を火災区域として設定する。

②重大事故等対処施設と設計基準事故対処設備の配置も考慮

して，火災区域を設定する。 

③屋外の火災区域（常設代替交流電源設備ケーブル敷設区域を

含む）については，「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド」

において「ただし、屋外に設置される設備に対しては、附属設

備を含めて火災区域とみなす。」と記載されていることを踏ま

え，他の区域と分離して火災防護対策を実施するために，重大

事故等対処施設を設置する区域を設計基準事故対処設備の配

置も考慮して火災区域として設定する。 

2.2．火災区画 

「火災区域」を細分化したものであって，耐火壁，離隔距

離，固定式消火設備等により分離された火災防護上の区画で

あり，全周囲を耐火壁で囲まれている必要は必ずしもなく，

隔壁や扉の配置状況を目安に火災防護の観点から設定する。 

また，建屋内及び屋外で設定した火災区域を重大事故等対

処施設と設計基準事故対処設備の配置も考慮し，分割して設

定する。 

2.3．火災区域又は火災区画の設定要領 

重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火災区画の

設定にあたっては，重大事故等対処施設の設置箇所，建屋の

間取り，機器やケーブル等の配置，耐火壁の能力等を総合的

に勘案し設定しており，具体的な設定要領を以下に示す。 

(1) 火災区域の設定

補足説明資料 41-2 で分類された機器及び当該機器に接

続されるケーブル等が設置されている建屋内及び屋外の区

2.1 火災区域 

建屋内の火災区域は，耐火壁によって囲まれ，他の区域と

分離されている建屋内の区域（部屋）であり，以下により設

定する。 

（1） 建屋毎に耐火壁（床，壁，天井，扉等耐火構造物の一

部であって，必要な耐火能力を有するもの）により囲

われた区域を火災区域として設定する。

（2） 重大事故等対処施設と設計基準事故対処設備の配置も

考慮して，火災区域を設定する。

屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防護対策を実

施するために，重大事故等対処施設を構成する構築物，系統

及び機器を設置する区域を，火災区域として設定する。 

2.2 火災区画 

「火災区域」を細分化したものであって，耐火壁，離隔距

離，固定式消火設備等により分離された火災防護上の区画で

あり，以下により設定する。 

（1） 火災区画は全周囲を耐火壁で囲まれている必要は必ず

しもなく，隔壁や扉の配置状況等を目安に火災防護の

観点から設定する。

（2） 建屋内及び屋外で設定した火災区域を重大事故等対処

設備と設計基準事故対処設備との配置も考慮し，分割

して設定する。

3. 火災区域又は火災区画の設定要領

重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火災区画の設

定にあたっては，機器の設置箇所，建屋の間取り，機器やケー

ブル等の配置，耐火壁の能力等を総合的に勘案し設定する設計

とし，具体的な設定要領を以下に示す。

（1） 火災区域の設定

資料2「火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施

設の選定」で選定された機器が設置されている建屋内の

2.1. 火災区域 

 建物等の火災区域は，耐火壁によって囲まれ，他の区域と分

離されている建物内の区域であり，下記により設定する。 

① 建物毎に，耐火壁（床，壁，天井，扉等耐火構造物の一部

であって，必要な耐火能力を有するもの）により囲われた

区域を火災区域として設定する。

② 重大事故等対処施設と設計基準対処設備の配置も考慮し

て，火災区域を設定する。

③ 屋外の火災区域（常設代替交流電源設備ケーブル布設エリ

アを含む）については，「原子力発電所の内部火災影響評

価ガイド」において「ただし，屋外に設置されている設備

に対しては，附属設備を含めて火災区域とみなす。」と記

載されていることを踏まえ，他の区域と分離して火災防護

対策を実施するために，重大事故等対処施設を設置する区

域を設計基準事故対処設備の配置も考慮して火災区域と

して設定する。 

2.2. 火災区画 

   「火災区域」を細分化したものであって，耐火壁，離隔距離，

固定式消火設備等により分離された火災防護上の区画であり，

全周囲を耐火壁で囲まれている必要は必ずしもなく，隔壁や扉

の配置状況を目安に火災防護の観点から設定する。 

また，建物内及び屋外で設定した火災区域を重大事故等対処

施設と設計基準事故対処設備の配置も考慮し，分割して設定す

る。  

2.3. 火災区域又は火災区画の設定要領 

重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火災区画の設

定にあたっては，重大事故等対処施設の設置箇所，建物の間取り，

機器やケーブル等の配置，耐火壁の能力等を総合的に勘案し設定

しており，具体的な設定要領を以下に示す。 

(1) 火災区域の設定

補足説明資料 41-2 で分類された機器及び当該機器に接続

されるケーブル等が設置されている建物内及び屋外の区域に
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域について，以下のとおり火災区域を設定する。 

なお，原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，コ

ントロール建屋の火災区域は，設置許可基準規則第八条に

基づき設定した火災区域を適用する。 

① 重大事故等対処施設が設置されている建屋について，

火災区域として設定する。 

 

 

② 建屋内で重大事故等対処施設と設計基準対象施設の

配置も考慮して，火災区域を設定する。 

 

 

 

 

 

③ 屋外の重大事故等対処施設を設置するエリアについ

て，附属設備を含めて火災区域を設定する。重大事故

等対処施設を設置するエリアのうち， 壁やフェンス等

で明確に区域が設定できない場合の火災区域の設定に

あたっては，「危険物の規制に関する政令」に基づき必

要な空地を確保して火災区域を設定する。また，同令

において空地の要求がない設備については重大事故等

対処施設自体が可燃物を内包することを踏まえ「屋外

タンク貯蔵所」とみなし，同令第十一条第二項で要求

される空地の幅を参考にして，附属設備を含め 3m 以

上の幅を考慮した範囲とする。（第 41-3-1 図） 

④ 常設代替交流電源設備設置区域については，附属設備

を含めて火災区域を設定する。火災区域の設定にあた

り，ガスタービン発電機は「一般取扱所」として空地

が要求されることから，同令第十九条第一項で要求さ

れる空地の幅 5m 以上を確保した範囲とする。また，

附属設備の主要機器である地下タンクは「危険物の規

制に関する政令」において空地が要求されない設備で

あるため，同令の「屋外タンク貯蔵所」とみなし，同

令第十一条第二項で要求される空地の幅を参考にして

附属設備を含め 3m 以上の幅を確保した範囲とする。

（第 41-3-2 図） 

なお，ガスタービン発電機間においては同令における

区域について，以下のように火災区域を設定する。 

なお，原子炉建屋原子炉棟，原子炉建屋付属棟，原子

炉建屋廃棄物処理棟の火災区域は設置許可基準規則第八

条に基づき設定した火災区域を適用する。 

a. 重大事故等対処施設が設置されている建屋等につい

て，火災区域として設定する。ただし，緊急時対策

所建屋のように新たに設置する建物については，個

別に火災区域を設定する。 

b. 屋内の重大事故等対処施設について，3時間以上の耐

火能力を有する耐火壁として，3時間耐火に設計上必

要な150mm以上の壁厚を有するコンクリート耐火壁

や火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を有す

ることを確認した耐火壁（耐火隔壁，貫通部シール，

防火扉，防火ダンパ等）によって，他の区域と分離

し，火災区域として設定する。 

c. 屋外については，軽油貯蔵タンク及び海水ポンプ室

を設置する開催区域は，設計基準対象施設の火災防

護に関する基本方針に基づき設定した火災区域を適

用する。また，他の区域と分離して火災防護対策を

実施するために，重大事故等対処施設を設置する区

域を，「火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブ

ル」において選定する構築物，系統及び機器と設計

基準事故対処設備の配置も考慮して火災区域として

設定する。 

 

 

d. 常設代替交流電源装置置場，格納容器圧力逃がし装

置格納槽，低圧代替注入系格納槽，緊急用海水ポン

プピット，可搬型設備用軽油タンク，緊急時対策所

用発電機燃料油タンクは重大事故等対処施設として

屋外に設置される施設であり，個別に火災区域とし

て設定する。 

 

 

 

 

 

 

ついて，以下のとおり火災区域を設定する。 

なお，原子炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物及び制

御室建物の火災区域は，設置許可基準規則第八条に基づき設

定した火災区域を適用する。 

① 重大事故等対処施設が設置されている建物について，火災

区域として設定する。 

 

 

② 建物内で重大事故等対処施設と設計基準対象施設の配置

も考慮して，火災区域を設定する。 

 

 

 

 

 

③ 屋外の重大事故等対処施設を設置するエリアについて，附

属施設を含め火災区域を設定する。ガスタービン発電機用

軽油タンクについては，防油堤内を火災区域として設定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の設備配

置を踏まえ，火災区域及

び火災区画を設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉では，壁や

フェンス等で明確に区

域設定できないエリア

はない 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉のガスタ

ービン発電機は，建物内

に設置されており，建物

を火災区域として設定 
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空地の要求がないことから，設備として発電機間の火

災影響並びに消火活動への影響を考慮し，適切に空地

を設ける設計とする。（補足説明資料 57-9） 

（2） 火災区画の設定

（1）で設定した火災区域について，重大事故等対処施

設と設計基準事故対処設備の配置も考慮し，分割して設

定する。なお，原子炉建屋原子炉棟，原子炉建屋付属棟，

原子炉建屋廃棄物処理棟の火災区域は設置許可基準規則

第八条に基づき設定した火災区域及び区画を適用する。 

以下に，重大事故等対処施設と設計基準事故対処設備

の配置も考慮した火災区画の設定について示す。 

具体的には，重大事故等対処施設と重大事故等対処設

備の機能を代替する設計基準事故対処設備が設置される

火災区画において発生した火災により同時に機能を喪失

することがないように配置上の考慮を行い別々の火災区

画となるように区画する。具体例を以下に示す。（第1図） 

ただし，フロントライン系の機器についての考え方で

あり，サポート系にまでの適用はしない。 

ａ.低圧炉心スプレイ系ポンプ（ＬＰＣＳポンプ）室 

 のＬＰＣＳポンプ室に

は，重大事故等対処設備である常設代替高圧注水系ポン

プを設置する。常設代替高圧注水系ポンプの機能を代替

する設計基準事故対象設備は，原子炉隔離時冷却系ポン

プ（ＲＣＩＣポンプ），高圧炉心スプレイ系ポンプ（Ｈ

ＰＣＳポンプ）であり，ＲＣＩＣポンプ室 ，

ＨＰＣＳポンプ室 とＬＰＣＳポンプ室とは異

なる火災区域に設置されている。したがって，ＬＰＣＳ

ポンプ室あるいはＲＣＩＣポンプ室，ＨＰＣＳポンプ室

のどこかの火災区画で火災が発生し，当該火災区画に設

置される設備の機能が喪失しても，同一の機能を有する

常設代替高圧注水系ポンプと原子炉隔離時冷却系ポン

プ，高圧炉心スプレイ系ポンプが同時に機能喪失するこ

となく高圧注水系の機能が確保されるように配置上の

考慮を行い設定する。 

・設備の相違

【東海第二】 

 重大事故等対処施設

の配置と設計基準事故

対処設備の配置の相違 
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 上記③，④に示す危険物の規制に関する施行令の該当条文を以

下に示す。 

ｂ.残留熱除去系熱交換器Ａ室 

の残留熱除去系熱交換器Ａ室に

は，重大事故等対処設備である代替循環冷却系ポンプを

設置する。代替循環冷却系ポンプの機能を代替する設計

基準事故対処設備は，低圧炉心スプレイ系ポンプ 

，残留熱除去系ポンプ であり，これら

機器とは異なる火災区画として，いずれかの火災区画で

火災が発生しても同時に機能が喪失しないよう配置上

の考慮を行い設定する。 

（3） 火災区域又は火災区画の再設定

火災区域又は火災区画への機器等の新設等，必要な場

合は火災区域又は火災区画の再設定を行う。 

・設備の相違

【東海第二】 

 重大事故等対処施設

の配置と設計基準事故

対処設備の配置の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

 重大事故等対処施設

の配置と設計基準事故

対処設備の配置の相違 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉では，壁や

フェンス等で明確に区

域設定できないエリア

はなく，常設代替交流電

源装置（ガスタービン発

電機）は建物内に設置 

第 41-3-1 図 重大事故対策

施設の火災区域設定（屋外設

置） 

第 41-3-2 図 常設代替交流電

源設備の火災区域設定 
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危険物の規制に関する政令 

（製造所の基準） 

第九条第一項第二号 危険物を取り扱う建築物その他の工作物

（危険物を移送するための配管その他これに準ずる工作物

を除く。）の周囲に、次の表に掲げる区分に応じそれぞれ同

表に定める幅の空地を保有すること。ただし、総務省令で

定めるところにより、防火上有効な隔壁を設けたときは、

この限りでない。 

 

 

（一般取扱所の基準） 

第十九条 第九条第一項の規定は、一般取扱所の位置、構造及

び設備の技術上の基準について準用する。 

 

屋外の火災区域の設定に当たっては，火災区域外への延焼

防止を考慮して火災区域内の境界付近に可燃物を置かない管

理を実施するとともに，敷地内植生からの隔離等を講じる範

囲を火災区域として設定する。また，火災区域外の境界付近

において可燃物を置かない管理を実施するとともに， 周辺施

設又は植生との離隔，周辺の植生区域の除草等の管理を実施

する。 

 

2.4．火災区域又は火災区画の設定並びに重大事故等対処施設の配

置 

「2.3. 火災区域又は火災区画の設定要領」にしたがって設定し

た火災区域，火災区画及び重大事故等対処施設の配置を添付資料

１に示す。 

なお，屋外の火災区域については，火災防護計画に基づき火災

区域を設定する。 

 

以上から，重大事故等対処施設について，火災防護対策を設置

許可基準規則第八条に基づき実施する施設と，第四十一条に基づ

き実施する施設とに分類した上で，火災区域を設定している。よ

って設置許可基準規則第四十一条への適合のために必要な重大事

故等対処施設の抽出ならびに火災区域の設定がなされているもの

と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 火災区域又は火災区画の設定及び重大事故等対処施設の配置 

 

3.「火災区域又は火災区画の設定要領」により設定した火災区

域又は火災区画及び重大事故等対処施設の配置を添付資料１に

示す。 

なお，屋外の重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火

災区画を第２図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外の火災区域の設定に当たっては，火災区域外への延焼

防止を考慮して火災区域内の境界付近に可燃物を置かない管

理を実施するとともに，敷地内植生からの隔離等を講じる範

囲を火災区域として設定する。また，火災区域外の境界付近

において可燃物を置かない管理を実施するとともに，周辺施

設又は植生との隔離，周辺の植生区域の除草等の管理を実施

する。 

 

2.4. 火災区域又は火災区画の設定及び重大事故等対処施設の配

置 

「2.3. 火災区域又は火災区画の設定要領」にしたがって設定

した火災区域又は火災区画及び重大事故等対処施設の配置を添

付資料１に示す。 

なお，屋外の火災区域については，火災防護計画に基づき火災

区域を設定する。 

 

以上から，重大事故等対処施設について，火災防護対策を設置

許可基準規則第八条に基づき実施する施設と，第四十一条に基づ

き実施する施設とに分類した上で，火災区域を設定している。よ

って，設置許可基準規則第四十一条への適合のために必要な重大

事故等対処施設の抽出並びに火災区域の設定がなされているもの

と考える。 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉では，壁や

フェンス等で明確に区

域設定できないエリア

はなく，常設代替交流電

源装置（ガスタービン発

電機）は建物内に設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根 2号炉では，屋外

の火災区域境界付近に

可燃物を置かない管理

を実施 
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・記載箇所の相違 

【東海第二】 

 島根 2号炉は，添付資

料１に防爆型火災感知

器を記載 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根 2号炉では，屋外

の火災区域に火災感知

器を設置 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 島根 2 号炉では，

IEEE383 試験及び UL 垂

直燃焼試験により難燃

性を確認した難燃ケー

ブルを使用 
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重大事故等対処施設が設置される 

火災区域又は火災区画の火災感知設備について 

1．概要

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における重大事故等

対処施設への火災の影響を限定するように，早期に火災を感知

するために設置する火災感知設備について以下に示す。 

2．要求事項 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」（以下「火災防護に係る審査基準」という。）における火

災感知設備の要求事項を以下に示す。 

2.2 火災の感知、消火 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるよう

に、安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する火災の

影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行える設計である

こと。 

(1) 火災感知設備

① 各火災区域における放射線、取付面高さ、温度、湿度、空

気流等の環境条件や予想される火災の性質を考慮して型

式を選定し、早期に火災を感知できる場所に設置するこ

と。

資料 41－4 

重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火災区画の 

火災感知設備について 

1．概要

東海第二発電所の重大事故等対処施設への火災の影響を限定

し，早期に火災を感知するための火災感知設備について以下に示

す。 

2．要求事項 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準」（以下，「火災防護に係る審査基準」という。）における火災感

知設備の要求事項を以下に示す。 

2.基本事項

(1)原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全機

能を有する構造物，系統及び機器を火災から防護することを

目的として，以下に示す火災区域及び火災区画の分類に基づ

いて，火災発生防止，火災の感知及び消火，火災の影響軽減

のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じること。 

①原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための安

全機能を有する構築物，系統及び機器が設置される火災区域

及び火災区画 

②放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及

び機器が設置される火災区域 

2.2 火災の感知、消火 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるよ

うに、安全機能を有する構築物、系統及び機器に対す

る火災の影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行

える設計であること。 

(1) 火災感知設備

① 各火災区域における放射線、取付面高さ、温度、湿度、

空気流等の環境条件や予想される火災の性質を考慮し

て型式を選定し、早期に火災を感知できる場所に設置す

ること。
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重大事故等対処施設が設置される 

火災区域又は火災区画の火災感知設備について 

1. 概要

島根原子力発電所２号炉における重大事故等対処施設への火

災の影響を限定するように，早期に火災を感知するために設置す

る火災感知設備について，以下に示す。 

2. 要求事項

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準」（以下「火災防護に係る審査基準」という。）における火災

感知設備の要求事項を以下に示す。 

2.2 火災の感知・消火 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるよう

に、安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する火災の

影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行える設計である

こと。 

(1) 火災感知設備

① 各火災区域における放射線、取付面高さ、温度、湿度、空

気流等の環境条件や予想される火災の性質を考慮して型

式を選定し、早期に火災を感知できるよう固有の信号を発

する異なる感知方式の感知器等（感知器及びこれと同等の

機能を有する機器をいう。以下同じ。）をそれぞれ設置す

ること。また、その設置に当たっては、感知器等の誤作動
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② 火災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異なる

種類の感知器又は同等の機能を有する機器を組合せて設

置すること。また、その設置にあたっては、感知器等の誤

作動を防止するための方策を講じること。 

 

 

 

③ 外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保する

設計であること。 

④ 中央制御室等で適切に監視できる設計であること。 

 

2.2.2 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に示すように、

地震等の自然現象によっても、火災感知及び消火の機能、

性能が維持される設計であること。 

(1) 凍結するおそれがある消火設備は、凍結防止対策を講じ

た設計であること。 

(2) 風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害されない設

計であること。 

(3) 消火配管は、地震時における地盤変位対策を考慮した設

計であること。 

 

本資料では，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災

区画への火災感知設備の設置方針を示す。 

 

3．火災感知設備の概要 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉において火災が発生

した場合に，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災

区画の火災を早期に感知するために，要求事項に応じた「火災

感知設備」を設置する。 

「火災感知設備」は，周囲の環境条件を考慮して設置する「火

災感知器」と，中央制御室等での火災の監視等の機能を有する

「受信機」を含む火災受信機盤等により構成される。柏崎刈羽

原子力発電所 6 号及び 7 号炉に設置する「火災感知器」及び

「受信機」について以下に示す。 

 

3.1 ．火災感知設備の火災感知器について 

火災感知器は，早期に火災を感知するため，火災感知器の

 

② 火災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異な

る種類の感知器又は同等の機能を有する機器を組合せ

て設置すること。また、その設置にあたっては、感知器

等の誤作動を防止するための方策を講じること。 

 

 

 

③ 外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保す

る設計であること。 

④ 中央制御室等で適切に監視できる設計であること。 

 

2.2.2 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に示すよう

に、地震等の自然現象によっても、火災感知及び消火

の機能、性能が維持される設計であること。 

(1) 凍結するおそれがある消火設備は、凍結防止対策を講じ

た設計であること。 

(2) 風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害されない

設計であること。 

(3) 消火配管は、地震時における地盤変位対策を考慮した設

計であること。 

 

本資料では，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災

区画への火災感知設備の設置方針を示す。 

 

3．火災感知設備の概要 

東海第二発電所において火災が発生した場合に，重大事故等対

処施設を設置する火災区域又は火災区画の火災を早期に感知す

るために，要求事項に応じた「火災感知設備」を設置する。 

 

「火災感知設備」は，周囲の環境条件を考慮して設置する「火災

感知器」と，中央制御室での火災の監視等の機能を有する「受信

機」を含む火災受信機盤等により構成される。東海第二発電所に

設置する「火災感知器」及び「受信機」について以下に示す。 

 

 

3.1 火災感知設備の火災感知器について 

火災感知器は，早期に火災を感知するため，放射線，火災感知

を防止するための方策を講ずること。 

② 感知器については消防法施行規則（昭和36年自治省令第６

号）第23条第４項に従い、感知器と同等の機能を有する機

器については同項において求める火災区域内の感知器の

網羅性及び火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術

上の規格を定める省令（昭和56年自治省令第17号）第12

条から第18条までに定める感知性能と同等以上の方法に

より設置すること。 

③ 外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保する

設計であること。 

④ 中央制御室で適切に監視できる設計であること。 

 

2.2.2 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に示すように、

地震等の自然現象によっても、火災感知及び消火の機能、性

能が維持される設計であること。 

(1) 凍結するおそれがある消火設備は、凍結防止対策を講じた

設計であること。 

(2) 風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害されない設計

であること。 

(3) 消火配管は、地震時における地盤変位対策を考慮した設計

であること。 

 

  本資料では，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災

区画への火災感知設備の設置方針を示す。 

 

3. 火災感知設備の概要 

島根原子力発電所２号炉において火災が発生した場合に，重大

事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火災を早期

に感知するために，要求事項に応じた「火災感知設備」を設置す

る。 

「火災感知設備」は，周囲の環境条件を考慮して設置する「火

災感知器」と，中央制御室での火災の監視等の機能を有する「受

信機」を含む火災受信機盤等により構成される。島根原子力発電

所２号炉に設置する「火災感知器」及び「受信機」について以下

に示す。 

 

3.1. 火災感知設備の火災感知器について 

火災感知器は，早期に火災を感知するため，火災感知器の取
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取付面高さ，火災感知器を設置する周囲の温度，湿度及び空

気流等の環境条件を考慮して設置する。 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉の発電用原子炉施

設内で発生する火災としては，ポンプに内包する油やケーブ

ルの火災であり，原子力発電所特有の火災条件が想定される

箇所はなく，病院等の施設で使用されている火災感知器を消

防法に準じて設置することにより，十分に火災を感知するこ

とが可能である。 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画に

は，基本的に火災発生時に炎が生じる前の発煙段階から感知

できる煙感知器を設置し，その他，蒸気及びガスの発生によ

り煙感知器が誤作動する可能性のある火災区域又は火災区画

には，熱感知器を設置する。 

さらに，「固有の信号を発する異なる種類の火災感知器」の

設置要求を満足するため，既存の火災感知器に加えて熱感知

器又は煙感知器を組み合わせて設置する。設置にあたっては，

消防法に準じた設置条件で設置する。 

これらの組合せは，平常時の状況（温度，煙の濃度）を監

視し，かつ，火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇）を把

握することができるアナログ式とする。 

周囲の環境条件から，アナログ式の熱感知器又は煙感知器

を設置することが適さない箇所の火災感知器等の選定方法を

以下に示す。 

なお，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区

画のうち，建屋内に設置する火災感知設備については作動し

た火災感知器を一つずつ特定できる機能を有する設計とす

る。 

屋外区域の一部については，炎感知器，赤外線感知機能を

備えた熱感知カメラ又は煙吸引式検出設備を設置する設計と

しており， これらは火災を感知した個々の感知器を特定せず

区域ごとの警報を発報するが，監視対象区域は屋外の大空間

であり，警報確認後の現場確認において火災源の特定が可能

であることから適用可能とする。 

器の取付面高さ，火災感知器を設置する周囲の温度，湿度及び空

気流等の環境条件を考慮して設置する。 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画には，火

災時に炎が生じる前の発煙段階から感知できる煙感知器を設置

し，その他，蒸気及びガスの発生により煙感知器が誤作動する可

能性のある火災区域又は火災区画には，熱感知器を設置する。 

さらに，「固有の信号を発する異なる種類の火災感知器」の設置

要求を満足するため，既存の火災感知器に加えて熱感知器又は煙

感知器を組み合わせて設置する。設置にあたっては，消防法に準

じた設置条件で設置する。 

これらの組合せは，平常時の状況を監視し，かつ，火災現象（急

激な温度や煙の濃度の上昇）を把握することができるアナログ機

能を有するものとする。 

周囲の環境条件により，アナログ機能を有する熱感知器又は煙

感知器を設置することが適さない箇所の火災感知器等の選定方法

を以下に示す。 

なお，屋外の常設代替高圧電源装置を設置する火災区域又は火

災区画，海水ポンプを設置する火災区域又は火災区画については，

非アナログ式の屋外仕様の炎感知器及び赤外線感知機能を備えた

アナログ式の熱感知カメラを設置する設計とする。これらは火災

を感知した個々の感知器を特定せずエリア毎の警報を発報する

が，監視対象エリアは屋外の大空間であり，警報確認後の赤外線

付面高さ，火災感知器を設置する周囲の温度，湿度及び空気流

等の環境条件を考慮して設置する。 

島根原子力発電所２号炉内で発生する火災としては，ポンプ

に内包する油やケーブルの火災であり，原子力発電所特有の火

災条件が想定される箇所はなく，病院等の施設で使用されてい

る火災感知器を消防法施行規則第23条第４項に従い設置する

ことにより，十分に火災を感知することが可能である。 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画には，

基本的に火災発生時に炎が生じる前の発煙段階から感知でき

る煙感知器を設置し，その他，蒸気及びガスの発生により煙感

知器が誤作動する可能性のある火災区域又は火災区画には，熱

感知器を設置する。 

さらに，「固有の信号を発する異なる感知方式の火災感知器」

の設置要求を満足するため，既存の火災感知器に加えて熱感知

器又は煙感知器を組み合わせて設置する。設置にあたっては，

消防法施行規則第23条第４項に従った設置条件で設置する。 

これらの組合せは，平常時の状況（温度，煙の濃度）を監視

し，かつ，火災現象（急激な温度や煙の濃度の上昇）を把握す

ることができるアナログ式とする。 

周囲の環境条件から，アナログ式の熱感知器又は煙感知器を

設置することが適さない箇所の火災感知器等の選定方法を以

下に示す。 

なお，火災感知器と同等の機能を有する機器を選定する場合

には，消防法施行規則第23条第４項において求める火災区域内

の感知器の網羅性及び火災報知設備の感知器及び発信機に係

る技術上の規格を定める省令第12条から第18条までに定める

感知性能と同等以上の方法により，機器を設置する。 

また，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画

のうち，建物内に設置する火災感知器設備については作動した

火災感知器を一つずつ特定できる機能を有する設計とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備

からのケーブルを敷設する屋外の電線管については，アナロ

グ式の光ファイバケーブル式熱感知器を設置する。光ファイ

バケーブル式熱感知器は感知区域ごとの警報を発報するが，

中央制御室に設置した火災受信機において，センサ用光ファ

イバケーブルの長手方向に対して約 2m 間隔で火源の特定が

可能であり，早期の消火活動を行うことができることから適

用可能とする。光ファイバケーブル式熱感知器の作動原理を

添付資料１別紙１に示す。 

○ 蓄電池室

蓄電池室は，蓄電池充電中に少量の水素ガスを発生するこ

とから，換気空調設備を設置しており，安定した室内環境を

維持しているが，万が一の水素濃度の上昇※1 を考慮し，防爆

型煙感知器及び熱感知器を設置する設計とする。 

防爆型の煙感知器及び熱感知器は非アナログ式しか製造さ

れていないが， 蓄電池室に設置する非アナログ式の防爆型煙

感知器はアナログ式煙感知器と同様に，炎が生じる前の発煙

段階から煙の早期感知が可能である。また， 蓄電池室に設置

する非アナログ式の防爆型熱感知器については，蓄電池室は

換気空調設備により安定した室内環境（最大室温 40℃）を維

持していることから，通常の熱感知器と同様，周囲温度を考

慮した作動温度（70℃） を設定することによって，早期の火

災感知及び誤作動の防止を図る。 

※1 蓄電池室は，換気空調設備の機械換気により水素濃度

の上昇を防止する設計である。 

○ 常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機一式,燃料地下

タンク含む） 設置区域, 可搬型重大事故等対処施設設置区

域，モニタリング・ポスト用発電機区域，非常用ディーゼ

ル発電機燃料移送系ポンプ区域，5 号炉原子炉建屋内緊急

時対策所用可搬型電源設備設置区域 

常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機一式,燃料地下

タンク含む）設置区域,可搬型重大事故等対処施設設置区域，

モニタリング・ポスト用発電機区域，非常用ディーゼル発電

機燃料移送系ポンプ区域，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

用可搬型電源設備設置区域は屋外開放であるため，火災によ

カメラの画像確認において火災源の特定が可能であることから適

用可能とする。 

○蓄電池室

蓄電池室は，蓄電池内の圧力が上昇した場合に作動する制御弁

によって水素を放出する可能性があることから，換気空調設備を

設置しており，安定した室内環境を維持している。 

万が一の水素濃度の上昇※1を考慮し，防爆型の煙感知器及び熱

感知器を設置する設計とする。 

防爆型の煙感知器及び熱感知器は非アナログ式しか製造され

ていないが，蓄電池室に設置する非アナログ式の防爆型煙感知器

はアナログ式の煙感知と同様に，炎が生じる前の発煙段階から煙

の早期感知が可能である。また，蓄電池室に設置する非アナログ

式の防爆型熱感知器については，蓄電池室は換気空調設備により

安定した室内環境(室温最大 40℃)を維持していることから，通常

の熱感知器と同様，周囲温度を考慮した作動温度を設定すること

によって，早期の火災感知及び誤作動の防止を図る。 

  防爆型の熱感知器及び煙感知器の概要を添付資料 2に示す。 

※1 蓄電池室は，換気空調設備の機械換気により水素濃度の上昇

を防止する設計である 

○ 蓄電池室

蓄電池室は，蓄電池充電中に少量の水素ガスを発生するこ

とから，換気空調設備を設置しており，安定した室内環境を

維持しているが，万一の水素濃度の上昇※１を考慮し，非アナ

ログ式の防爆型の煙感知器及び非アナログ式の防爆型の熱感

知器を設置する設計とする。 

防爆型の煙感知器及び熱感知器は非アナログ式しか製造さ

れていないが，蓄電池室に設置する非アナログ式の防爆型の

煙感知器はアナログ式の煙感知器と同様に，炎が生じる前の

発煙段階から煙の早期感知が可能である。また，蓄電池室に

設置する非アナログ式の防爆型の熱感知器については蓄電池

室は換気空調設備により安定した室内環境（最大室温 40℃）

を維持していることから，通常の熱感知器と同様，周囲温度

を考慮した作動温度（80℃）を設定することによって，早期

の火災感知及び誤作動の防止を図る。 

※１：蓄電池室は，換気空調設備の機械換気により水素濃度

の上昇を防止する設計である。 

○ガスタービン発電機用軽油タンクエリア

ガスタービン発電機用軽油タンクエリアは屋外であるた

め，火災による煙は周囲に拡散し，煙感知器による火災感知

は困難である。 

このため，区域全体の火災を感知するために，非アナログ

式の屋外仕様の炎感知器（赤外線方式）及びアナログ式の屋

外仕様の熱感知カメラ（赤外線方式）を監視範囲に火災の検

知に影響を及ぼす死角がないように設置する。これらはそれ

ぞれ誤作動防止対策として以下の機能を有する。 

・炎感知器（赤外線方式） ：

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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る煙は周囲に拡散し，煙感知器による火災感知は困難である。 

このため，区域全体の火災を感知するために，非アナログ

式の炎感知器及びアナログ式の熱感知カメラを監視範囲に火

災の検知に影響を及ぼす死角がないように設置する。これら

はそれぞれ誤作動防止対策として以下の機能を有する。 

・炎感知器    ：平常時より炎の波長の有無を連続監視し，

火災現象(急激な環境変化)を把握できるこ

とから，アナログ式と同等の機能を有する。

また，感知原理に「赤外線３波長式」(物質

の燃焼時に発生する特有な放射エネルギー

の波長帯を３つ検知した場合にのみ発報す

る）を採用し誤作動防止を図る。さらに，

降水等の浸入により火災感知器の故障が想

定されるため屋外仕様を採用する設計とす

る。 

なお，太陽光の影響については，火災発

生時の特有な波長帯のみを感知することで

誤作動を防止する設計とする。 

・熱感知カメラ：アナログ式の熱感知カメラを使用すること

によって， 誤作動防止を図る。また，熱サ

ーモグラフィにより， 火源の早期確認・判

断誤り防止を図る。さらに，屋外に設置す

ることから降水等の浸入により火災感知器

の故障が想定されるため屋外仕様を採用す

る設計とする。 

なお，熱感知カメラの感知原理は赤外

線による熱監視であるが，感知する対象

が熱であることから炎感知器とは異なる

種類の感知器と考える。 

○常設代替交流電源設備燃料地下タンク

常設代替交流電源設備設置区域には上述のとおり炎感知器

と熱感知カメラを設置する設計とするが，これらに加えて常

設代替交流電源設備燃料地下タンクには，タンク内部の空間

部に防爆型の熱感知器を設置する設計とする。防爆型の熱感

知器については，外部環境温度を考慮した温度を設定温度と

することで誤作動防止を図る設計とする。感知器設置の概要

○軽油貯蔵タンク設置区域，可搬型設備用軽油タンク設置区域，

緊急時対策所用発電機燃料油タンク設置区域 

常設代替高圧電源装置及び非常用ディーゼル発電機（HPCS含

む）へ供給する軽油を貯蔵する軽油貯蔵タンク，可搬型設備用

の軽油を貯蔵する可搬型設備用軽油タンク，緊急時対策所用発

電機へ供給する軽油を貯蔵する緊急時対策所用発電機燃料油

タンクは，ともに地下埋設構造としており安定した環境を維持

する。 

平常時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現象(急

激な環境変化)を把握できることから，アナログ式と同等

の機能を有する。また，感知原理に「赤外線３波長式」(物

質の燃焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長帯を

３つ検知した場合にのみ発報する）を採用し誤作動防止

を図る。さらに，降水等の浸入により火災感知器の故障

が想定されるため屋外仕様を採用する設計とする。 

なお，外光（日光）からの影響を考慮し，遮光カバー

を設けることにより，火災発生時の特有な波長帯のみを

感知することで誤作動を防止する設計とする。 

○ディーゼル燃料貯蔵タンクエリア及び緊急時対策所用燃料地

下タンクエリア 

屋外の区域であるディーゼル燃料貯蔵タンクエリア及び緊

急時対策所用燃料地下タンクエリアは，火災による煙は周囲

に拡散し，煙感知器による火災感知は困難である。加えて，

タンク室内の空間部は燃料の気化による引火性又は発火性の

雰囲気を形成している。このため，タンク室内の空間部に非

アナログ式の防爆型の熱感知器及び非アナログ式の屋外仕様

・設備の相違
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を第 41-4-1 図に示す。 

第 41-4-1 図：常設代替交流電源設備燃料地下タンクの 

火災感知器の設置概要 

一方，これらタンク上部の点検用マンホールから地上までの

空間においては軽油燃料が気化して内部に充満する可能性が

否定できない。そのため，万が一気化した軽油燃料による爆発

リスクを低減する観点からマンホール上部空間内に非アナロ

グ式の防爆型の熱感知器及び防爆型の煙感知器を設置する設

計とする。 

第 41-4-1 図：軽油貯蔵タンクの火災感知器の設置概要 

（防爆型）の炎感知器（赤外線方式）を設置する設計とする。

炎感知器（赤外線方式）は非アナログ式であるが，平常時よ

り炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急激な環境変化）

を把握できることから，アナログ式と同等の機能を有する。

また，感知原理に「赤外線３波長式」（物質の燃焼時に発生す

る特有な放射エネルギーの波長帯を３つ検知した場合にのみ

発報する）を採用し誤作動防止を図る設計とする。さらに，

屋外仕様を採用する設計とするとともに，外光（日光）から

の影響を考慮し，遮光カバーを設けることにより，火災発生

時の特有な波長帯のみを感知することで誤作動を防止する設

計とする。また，防爆型の熱感知器は非アナログ式であるが，

ディーゼル燃料貯蔵タンク最高使用温度（約 66℃）及び緊急

時対策所用燃料地下タンク最高使用温度（約 40℃）を考慮し

た温度を設定温度（約 80℃）とすることで誤作動防止を図る

設計とする。 

感知器設置の概要を第 41-4-1 図に示す。 

第 41-4-1 図 ディーゼル燃料貯蔵タンクの 

火災感知器の設置概要 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，設備の

設置エリアの環境条件

等を踏まえた感知器の

組み合わせで火災を検

知する設計 

41-367r2



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○格納容器フィルタベント設置区域 

格納容器フィルタベント設置区域は，上部が外気に開放さ

れていることから，当該区域で火災が発生した場合は，煙は

屋外に拡散する。そのため，当該区域に設置する機器の特性

を考慮し，制御盤内にアナログ式の煙感知器を設置する設計

とし，格納容器フィルタベント設置区域全体を感知する炎感

知器を設置する設計とする。これらの感知器の選定理由を以

下に示す。 

格納容器フィルタベント設置区域に設置される機器は，フ

ィルタベント容器，制御盤等である。 

フィルタベント容器は鋼製であり，配管取り合い部等のフ

ランジには無機物のパッキンを使用している。さらに，通常，

容器内部は窒素ガスが充填されていることから火災が発生す

る可能性はない。 

制御盤は，屋外環境に設置することから，密閉性の高い水

密構造を採用している。制御盤内の回路は過電流保護のため，

配線用遮断器やヒューズを適切に設置する設計とするが，万

一制御盤内で火災が発生した場合は，制御盤が密閉構造であ

るため，煙は制御盤外に排出され難い構造である。 

その他，水位，流量等の信号を現場の検出器から現場制御

盤・計装ラックを経由して中央制御室に信号を伝送するケー

ブルを敷設しているが，ケーブルは難燃性ケーブルを使用す

る設計としており，電線管敷設とすることから火災発生の可

能性は低い。 

以上を踏まえ，火災が発生する可能性がある制御盤内にア

ナログ式の煙感知器を設置する設計とする。 

また，上記の機器は，屋外に設置されることから，当該区

域で火災が発生した場合，煙が大気に拡散するため，煙感知

器では火災の感知が期待できない。さらに，フィルタベント

装置が稼働した場合，フィルタベント容器外面温度が 100℃

程度に上昇することが想定され，熱感知器が誤作動する可能

性があること，熱感知器が誤作動しないよう作動温度が高い

ものを選定すると検知速度が遅くなり早期検知が困難となる

ことから，熱感知器は適切ではない。 

以上を踏まえ，異なる種類の感知器として炎感知器を監視

範囲に火災 の検知に影響を及ぼす死角がないように設置す

る設計とする。炎感知器 は非アナログ式であるが，誤作動防

止対策については「常設代替交流電 源設備（ガスタービン発

○格納容器圧力逃がし装置格納槽 

 格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置は原子炉建屋の南側の

エリアの鉄筋コンクリート製の地下格納槽に設置される。当該格

納槽に設置される機器としては、フィルタ装置，移送ポンプ，電

動弁，現場制御盤，計器ラック等である。 

フィルタ装置は，金属製容器であり、火災の発生する可能性は

低い。 

また，水位，流量等の信号を現場の検出器から現場制御盤・計

装ラックを経由して中央制御室に信号を伝送するケーブルは，難

燃性ケーブルを使用し，電線管布設とすることから火災の発生す

る可能性は低い。 

当該区域で火災が発生した場合，煙は格納槽内部に充満するた

め，煙感知器での感知が可能である。また，フィルタベント装置

が稼働した場合，フィルタ容器の温度上昇に伴い雰囲気温度も上

昇するが，その温度は65℃程度であることから、アナログ式の熱

感知器の使用が可能な範囲内である。 

以上を踏まえ，異なる種類の感知器としてアナログ式の煙感知

器と熱感知器を選定する。煙感知器と熱感知器は当該エリア全体

をカバーできるよう配置する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉の第１ベ

ントフィルタ格納槽は，

環境条件を踏まえ基本

的な火災感知器の組み

合わせであるアナログ

式の煙感知器及び熱感

知器を設置（東海第二と

同じ）するため，記載し

ていない 
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電機一式,燃料地下タンク含む）設置区域・可 搬型重大事故

等対処施設設置区域等」で使用する炎感知器と同様である。

（第 41-4-2 図） 

第 41-4-2 図：格納容器フィルタベント設置区域の火災感知器 

○原子炉建屋オペレーティングフロア

原子炉建屋オペレーティングフロアは天井が高く大空間と

なっているため，火災による熱が周囲に拡散することから，

熱感知器による火災感知は困難である。そのため，非アナロ

グ式の炎感知器とアナログ式の光電分離型煙感知器を監視範

囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がないように設置する設

計とする。 

炎感知器は非アナログ式であるが，平常時から炎の波長の

有無を連続監視し，火災現象（急激な環境変化）を把握でき

ることから，アナログ式と同等の機能を有する。また，外光

が当たらず，高温物体が近傍にない箇所に設置することによ

り，誤作動防止を図る設計とする。 

さらに，感知原理に「赤外線 3 波長式」（物質の燃焼時に

発生する特有な放射エネルギーの波長帯を 3 つ検知した場

合にのみ発報する）を採用し誤作動防止を図る設計とする。 

原子炉建屋オペレーティングフロアに設置する火災感知器

の設置概要を第 41-4-3～41-4-4 図に示す。 

○原子炉建屋原子炉棟6階（オペレーティングフロア）

原子炉建屋原子炉棟6階（オペレーティングフロア）は，天井が

高く大空間となっているため，火災による熱が周囲に拡散するこ

とから，熱感知器による感知は困難である。そのため，非アナロ

グ式の炎感知器（赤外線方式）とアナログ式の光電式分離型煙感

知器をそれぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がな

いように設置する設計とする。 

炎感知器は非アナログ式であるが，平常時より炎の波長の有無

を連続監視し，火災現象(急激な環境変化)を把握できることから，

アナログ式と同等の機能を有する。また，外光が当たらず，高温

物体が近傍にない箇所に設置することにより，誤作動防止を図る

設計とする。 

さらに，感知原理に「赤外線3波長式」(物質の燃焼時に発生す

る特有な放射エネルギーの波長帯を3つ検知した場合にのみ発報

する)を採用し誤作動防止を図る設計とする。 

○ 原子炉建物オペレーティングフロア

原子炉建物オペレーティングフロアは天井が高く大空間と

なっているため，火災による熱が周囲に拡散することから，

熱感知器による火災感知は困難である。このため，非アナロ

グ式の炎感知器（赤外線方式）とアナログ式の光電分離型煙

感知器を監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がないよ

うに設置する設計とする。 

炎感知器（赤外線方式）は，非アナログ式であるが，平常

時から炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急激な環境

変化）を把握できることから，アナログ式と同等の機能を有

する。また，外光が当たらず，高温物体が近傍にない箇所に

設置することにより，誤作動防止を図る設計とする。 

さらに，感知原理に「赤外線 3 波長式」（物質の燃焼時に

発生する特有な放射エネルギーの波長帯を 3 つ検知した場

合にのみ発報する）を採用し誤作動防止を図る設計とする。 

原子炉建物オペレーティングフロアに設置する火災感知器

の設置概要を第 41-4-2 図，第 41-4-3 図に示す。 
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第 41-4-3 図：原子炉建屋オペレーティングフロアの火災感知器

の設置概要 

第 41-4-4 図：光電分離型煙感知器設置概要 

第 41-4-2 図 原子炉建物オペレーティングフロアの火災感知器

の設置概要 

第 41-4-3 図 光電分離型煙感知器の設置概要 
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○常設代替交流電源設備ケーブル敷設区域

第一ガスタービン発電機の屋外ケーブル敷設区域の概要を

第 41-4-5 図に示す。 

第一ガスタービン発電機のケーブルについて，屋外の露出

電線管敷設となる部分については，屋外であるため，区域全

体の火災を感知する必要があるが，火災による煙は周囲に拡

散し，煙感知器による火災感知は困難である。また，降水等

の浸入により火災感知器の故障が想定される。このため，ア

ナログ式の屋外仕様の熱感知カメラ及び非アナログ式の屋外

仕様の炎感知器を，監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死

角がないように設置する設計とする。 

なお，炎感知器は非アナログ式であるが，誤作動防止対策

については「常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機一

式, 燃料地下タンク含む）設置区域，可搬型重大事故等対処

施設設置区域等」で使用する炎感知器と同様である。屋外の

その他部分については，火災の発生するおそれがないようケ

ーブルを埋設して敷設し，建屋内においてはアナログ式の異

なる 2 種の感知器（煙及び熱感知器）を設置する火災区域又

は火災区画に敷設することにより，火災を早期感知可能な設

計とする。 

第 41-4-5 図：第一ガスタービン発電機の屋外ケーブル敷設区域

の概要図 

○屋外の重大事故等対処設備用ケーブル布設エリア

屋外の重大事故等対処設備用ケーブルについて，屋外の露

出電線管又はケーブルトレイへの布設となる部分について

は，区域全体の火災を感知する必要があるが，火災による煙

は周囲に拡散し，煙感知器による火災感知は困難である。ま

た，降水等の浸入により火災感知器の故障が想定される。こ

のため，アナログ式の屋外仕様の熱感知カメラ（赤外線方式）

及び非アナログ式の屋外仕様の炎感知器（赤外線方式）を，

監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がないように設

置する設計とする。 

なお，炎感知器（赤外線方式）は非アナログ式であるが，

誤作動防止対策については「燃料地下タンクエリア，海水ポ

ンプエリア及びガスタービン発電機用軽油タンクエリア」で

使用する炎感知器（赤外線方式）と同様である。屋外のその

他部分については，火災の発生するおそれがないようケーブ

ルを埋設して布設する設計とする。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，設備の

設置エリアの環境条件

等を踏まえた感知器の

組み合わせで火災を検

知する設計 
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○原子炉格納容器

起動中における原子炉格納容器内の火災感知器は，環境条

件や予想される火災の性質を考慮し，原子炉格納容器内には

異なる 2 種類の感知器としてアナログ式の煙感知器及び熱

感知器を設置する設計とする。原子炉格納容器内は，通常運

転中，窒素ガス封入により不活性化しており，火災が発生す

る可能性がない。しかしながら，運転中の原子炉格納容器は，

閉鎖した状態で長期間高温かつ高線量環境となることから，

火災感知器が故障する可能性がある。このため，原子炉格納

容器内の火災感知器は，起動時の窒素ガス封入後に中央制御

室内の受信機にて作動信号を除外する運用とし，プラント停

止後に速やかに取り替える設計とする。 

低温停止中における原子炉格納容器内の火災感知器は，起

動中と同様にアナログ式の煙感知器及び熱感知器を設置する

設計とする。 

〇原子炉格納容器 

起動中における原子炉格納容器内の火災感知器は，環境条件や

予想される火災の性質を考慮し，原子炉格納容器内には異なる2

種類の感知器としてアナログ式の煙感知器及び熱感知器を設置す

る設計とする。原子炉格納容器内は，通常運転中，窒素封入によ

り不活性化しており，火災が発生する可能性がない。しかしなが

ら，運転中の原子炉格納容器は，閉鎖した状態で長期間高温かつ

高線量環境となることから，アナログ式の火災感知器が故障する

可能性がある。このため，原子炉格納容器内の火災感知器は，起

動時の窒素封入後に中央制御室内の受信機にて作動信号を除外す

る運用とし，プラント停止後に速やかに取り替える設計とする。 

冷温停止中における原子炉格納容器内の火災感知器は，起動中

と同様にアナログ式の煙感知器及び熱感知器を設置する設計とす

る。 

○海水ポンプ室及び常設代替高圧電源装置置場の火災感知器

海水ポンプ室及び常設代替高圧電源装置置場は屋外であるた

め，火災による煙は周囲に拡散し，煙感知器による火災感知は

困難である。 

このため，海水ポンプ室及び常設代替高圧電源装置置場全体

の火災を感知するために，非アナログ式の屋外仕様の防爆型炎

感知器及びアナログ式の熱感知カメラ（赤外線方式）をそれぞ

れの監視範囲内に火災の検知に影響を及ぼす死角がないように

設置する。これらはそれぞれ誤作動防止対策として以下の機能

を有する。 

炎感知器は，炎から発する放射エネルギーを連続監視し，こ

の放射エネルギーから発せられる3つの波長帯を検知した場合

にのみ検知するもので誤作動防止を図る設計とする。 

温度監視カメラ又はエリア監視カメラは，屋外の温度環境を

踏まえてカメラの温度を設定し，熱サーモグラフィによる確認

に加えエリア監視カメラを採用することで，現場状況の早期確

認・誤った判断をすることを防止する設計とする。 

・炎感知器 ：平常時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現

象(急激な環境変化)を把握できることから，アナロ

グ式と同等の機能を有する。また，感知原理に「赤

外線３波長式」(物質の燃焼時に発生する特有な放射

○ 原子炉格納容器

起動中における原子炉格納容器内の火災感知器は，環境条件

や予想される火災の性質を考慮し，原子炉格納容器内には異な

る感知方式の感知器としてアナログ式の煙感知器及び熱感知

器を設置する設計とする。原子炉格納容器内は，通常運転中，

窒素ガス封入により不活性化しており，火災が発生することが

ない。しかしながら，運転中の原子炉格納容器は閉鎖した状態

で長期間高温かつ高線量環境となることから，火災感知器が故

障する可能性がある。このため，原子炉格納容器内の火災感知

器は，起動時の窒素ガス封入後に中央制御室内の受信機にて作

動信号を除外する運用とし，プラント停止後に速やかに取り替

える設計とする。 

低温停止中における原子炉格納容器内の火災感知器は，起動

中と同様にアナログ式の煙感知器及び熱感知器を設置する設

計とする。 

○ 非常用ディーゼル発電機給気消音器フィルタ室及び非常用

ディーゼル発電機排気管室 

屋外開放の非常用ディーゼル発電機給気消音器フィルタ室

及び非常用ディーゼル発電機排気管室は，区域全体を感知す

る必要があるが，火災による煙は周囲に拡散するため，煙感

知器による火災感知は困難であることから，非常用ディーゼ

ル発電機給気消音器フィルタ室及び非常用ディーゼル発電機

排気管室全体の火災を感知するために，アナログ式の屋外仕

様の熱感知器及び非アナログ式の屋外仕様の炎感知器（赤外

線方式）をそれぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす

死角がないように設置する。 

炎感知器（赤外線方式）は誤作動防止対策として以下の機

能を有する。 

・炎感知器（赤外線方式）：

平常時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急

激な環境変化）を把握できることから，アナログ式と同等

の機能を有する。また，感知原理に「赤外線３波長式」（物

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，設備の

設置エリアの環境条件

等を踏まえた感知器の

組み合わせで火災を検

知する設計 
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エネルギーの波長帯を３つ検知した場合にのみ発報

する）を採用し誤動作防止を図る。さらに，降水等

の浸入により火災感知器の故障が想定されるため屋

外仕様を採用する設計とする。なお，太陽光の影響

については，火災発生時の特有な波長帯のみを感知

することで誤作動を防止する設計とする。 

・熱感知カメラ：アナログ式の熱感知カメラを使用することに

よって，誤作動防止を図る。また，熱サーモ

グラフィにより，火災源の早期確認・判断誤

り防止を図る。さらに，屋外に設置すること

から，降水等の浸入により火災感知器の故障

が想定されるため屋外仕様を採用する設計と

する。なお，熱感知カメラの感知原理は赤外

線による熱監視であるが，感知する対象が熱

であることから炎感知器とは異なる種類の感

知器と考える。 

質の燃焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長帯を３

つ検知した場合にのみ発報する）を採用し誤作動防止を図

る。さらに，降水等の浸入により火災感知器の故障が想定

されるため屋外仕様を採用する設計とする。なお，外光（日

光）からの影響を考慮し，遮光カバーを設けることにより，

火災発生時の特有な波長帯のみを感知することで誤作動を

防止する設計とする。 

○ディーゼル燃料移送ポンプエリア

Ａ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移送ポンプエリアは，屋外

であるため，区域全体の火災を感知する必要があるが火災に

よる煙は周囲に拡散し煙感知器による火災感知は困難である

こと，引火性又は発火性の雰囲気を形成するおそれがあるこ

と，また降水等の浸入により火災感知器の故障が想定される

ことから，Ａ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移送ポンプエリア

全体の火災を感知するために，非アナログ式の防爆型の熱感

知器及び非アナログ式の屋外仕様（防爆型）の炎感知器（赤

外線方式）をそれぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼ

す死角がないように設置する設計とする。 

炎感知器（赤外線方式）は，非アナログ式であるが，平常

時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急激な環境

変化）を把握できることから，アナログ式と同等の機能を有

する。また，感知原理に「赤外線３波長式」(物質の燃焼時に

発生する特有な放射エネルギーの波長帯を３つ検知した場合

にのみ発報する）を採用し誤作動防止を図る設計とする。さ

らに，屋外仕様を採用する設計とするとともに，外光（日光）

からの影響を考慮し，遮光カバーを設けることにより，火災

発生時の特有な波長帯のみを感知することで誤作動を防止す

・設備の相違
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○非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域

非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域は屋外であるた

め，火災による煙が周囲に拡散し，煙感知器による火災感知

は困難である。 

このため，非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域には非

アナログ式の炎感知器を監視範囲に火災の検知に影響を及ぼ

す死角がないように設置することに加え，タンク内部の空間

部に防爆型の非アナログ式の熱感知器を設置する設計とす

る。炎感知器は非アナログ式であるが，平常時より炎の波長

の有無を連続監視し，火災現象（急激な環境変化）を把握で

きることから，アナログ式と同等の機能を有する。また，感

知原理に「赤外線 3 波長式」（物質の燃焼時に発生する特有

な放射エネルギーの波長帯を 3 つ検知した場合にのみ発報

する）を採用し誤作動防止を図る設計とする。なお，太陽光

の影響については，火災発生時の特有な波長帯のみを感知す

ることで誤作動を防止する設計とする。 

防爆型の熱感知器については非アナログ式であるが，軽油

タンク最高使用温度（約 66℃）を考慮した温度を設定温度（約

80℃）とすることで誤作動防止を図る設計とする。 

る設計とする。 

Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプエリアは，格納槽内の区域

であり，引火性又は発火性の雰囲気を形成するおそれのある

場所であるため，万一の軽油燃料の気化を考慮し，火災を早

期に検知できるよう，非アナログ式の防爆型の煙感知器及び

非アナログ式の防爆型の熱感知器を設置する設計とする。 

○Ｂ－ディーゼル燃料移送系ケーブルトレンチ

Ｂ－ディーゼル燃料移送系ケーブルトレンチは，Ｂ－ディ

ーゼル燃料移送ポンプエリアと同空間であり，引火性又は発

火性の雰囲気を形成するおそれのある場所であるため，Ｂ－

ディーゼル燃料移送ポンプエリア内での万一の軽油燃料の気

化を考慮し，火災を早期に検知できるよう，非アナログ式の

防爆型の煙感知器及び非アナログ式の防爆型の熱感知器を設

置する設計とする。 

・設備の相違
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○ 主蒸気管トンネル室

主蒸気管トンネル室については，通常運転中は高線量環境

となることから，放射線の影響により火災感知器の制御回路

が故障する可能性がある。さらに，火災感知器が故障した場

合の取替えも出来ない。このため，放射線の影響を受けにく

い非アナログ式の熱感知器を設置する。加えて，放射線の影

響を受けないよう検出器部位を当該区画外に配置するアナロ

グ式の煙吸引式検出設備を設置する設計とする。 

主蒸気管トンネル室に設置する非アナログ式の熱感知器に

ついては，主蒸気管トンネル室は換気空調設備により安定し

た室内環境を維持していることから，通常の熱感知器と同様，

周囲温度を考慮した作動温度を設定することによって，早期

の火災感知及び誤作動の防止を図る。 

○非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレンチ

非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレンチはハ

ッチからの雨水の浸入によって高湿度環境になりやすく，一

般的なアナログ式の煙感知器による火災感知に適さない。こ

のため，異なる 2 種の感知器として，湿気の影響を受けにく

いアナログ式の光ファイバケーブル式熱感知器，及び防湿対

策を施したアナログ式の煙吸引式検出設備を設置する設計と

する。 

○5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備ケーブル

敷設区域 

可搬型電源設備ケーブルの敷設区域のうち，電線管が屋外

に露出する部分は，電線管にアナログ式の光ファイバケーブ

ル式熱感知器を設置するとともに，炎感知器を監視範囲に火

災の検知に影響を及ぼす死角がないように設置する設計とす

る。 

炎感知器は非アナログ式であるが，誤作動防止対策につい

ては「常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機一式,燃料

地下タンク含む）設置区域・可搬型重大事故等対処施設設置

区域等」で使用する炎感知器と同様である。 

〇主蒸気管トンネル室 

主蒸気管トンネル室内は，通常運転中は高線量環境となるため，

放射線の影響により火災感知器の制御回路が故障するおそれがあ

り，火災感知器が故障した場合の取替えも出来ない。したがって，

放射線の影響を受けにくい非アナログ式の熱感知器を設置する。

非アナログ式の熱感知器は，主蒸気管トンネル室の環境温度を考

慮した設定温度とすることで誤作動防止を図る設計とする。 

加えて，放射線の影響を受けないよう検出部位を当該区画外に配

置するアナログ式の煙吸引式検出設備を設置する設計とする。 

○ 主蒸気管室

主蒸気管室については，通常運転中は高線量環境となるこ

とから，放射線の影響により火災感知器の制御回路が故障す

る可能性がある。さらに，火災感知器が故障した場合の取替

えも出来ない。このため，放射線の影響を受けにくい非アナ

ログ式の熱感知器を設置する。加えて，放射線の影響を受け

ないよう検出器部位を主蒸気管室外に配置するアナログ式の

煙吸引式検出設備を設置する設計とする。 

主蒸気管室に設置する非アナログ式の熱感知器について

は，主蒸気管室は換気空調設備により安定した室内環境を維

持していることから，通常の熱感知器と同様，周囲温度を考

慮した作動温度を設定することによって，早期の火災感知及

び誤作動の防止を図る。 

○ 海水ポンプエリア

海水ポンプエリアは，屋外であるため，火災による熱及び

煙は周囲に拡散し，熱感知器及び煙感知器による火災感知は

困難であること，また降水等の浸入により火災感知器の故障
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火災感知器の型式ごとの特徴等を添付資料１に示す。また，火

災感知器の配置図を添付資料２に示す。 

なお，火災感知器の配置図については，火災防護に係る審査基

準に基づき重大事故等対処施設に対して設置する感知器に加え，

設計基準対象施設に対して設置する感知器も記載している。また，

屋外設置となる常設代替交流電源設備及び可搬型重大事故等対処

施設については， これらの感知器によって火災が感知できる範囲

に設置又は保管する。感知器の感知範囲と設備の設置・保管場所

の関係を添付資料３に示す。 

また，以下に示す火災区域又は火災区画は，火災の影響を受け

るおそれが考えにくいことから，火災感知器を設置しない，若し

くは消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設置する設計と

する。 

○格納容器機器搬出入用ハッチ室

格納容器機器搬出入用ハッチ室は，発火源となるようなも

のが設置されておらず，可燃物管理により可燃物を持ち込ま

ない運用とするうえ，通常コンクリートハッチにて閉鎖され

ていることから，火災の影響を受けない。 

 火災感知器の型式毎の特徴等を添付資料3に示す。また，火災感

知器の配置を添付資料4に示す。 

なお，火災感知器の配置図は，火災防護に係る審査基準に基づ

き設計基準対象施設に対して設置する感知器に加え，重大事故等

対処施設に対して設置する感知器も記載している。 

○火災の影響を受けるおそれが考えにくい火災区域又は火災区画

火災の影響を受けるおそれが考えにくい火災区域又は火災区画

は，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設置する設計と

する。 

が想定される。このため，海水ポンプエリア全体の火災を感

知するために，非アナログ式の屋外仕様の炎感知器（赤外線

方式）及びアナログ式の屋外仕様の熱感知カメラ（赤外線方

式）を監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角がないよう

に設置する設計とする。 

炎感知器（赤外線方式）は，非アナログ式であるが，平常

時より炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急激な環境

変化）を把握できることから，アナログ式と同等の機能を有

する。また，感知原理に「赤外線３波長式」（物質の燃焼時

に発生する特有な放射エネルギーの波長帯を３つ検知した場

合にのみ発報する）を採用し誤作動防止を図る設計とする。

さらに，屋外仕様を採用する設計とするとともに，外光（日

光）からの影響を考慮し，遮光カバーを設けることにより，

火災発生時の特有の波長帯のみを感知することで誤作動を防

止する設計とする。 

火災感知器の型式毎の特徴等を添付資料１に示す。また，火災

感知器の配置図を添付資料２に示す。 

なお，火災感知器の配置図については，火災防護に係る審査基準

に基づき重大事故等対処施設に対して設置する感知器に加え，設

計基準対象施設に対して設置する感知器も記載している。また，

屋外設置となるガスタービン発電機用軽油タンクについては，こ

れらの感知器によって火災が感知できる範囲に設置する。感知器

の感知範囲と設備の設置場所の関係を添付資料３に示す。 

また，以下に示す火災区域又は火災区画は，発火源となる可燃

物がなく可燃物管理により可燃物を持ち込まない運用とすること

から，火災感知器を設置しない，若しくは発火源となる可燃物が

少なく火災により重大事故等対処施設へ影響を及ぼすおそれはな

いことから，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設置す

る設計とする。 

○機器搬出入用ハッチ室

機器搬出入用ハッチ室は，照明設備以外の発火源となる可

燃物が設置されておらず，可燃物管理により可燃物を持ち込

まない運用とするうえ，通常コンクリートハッチ等にて閉鎖

されていること，また，機器搬出入用ハッチ室内に充電部を

等を踏まえた感知器の

組み合わせで火災を検

知する設計 
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また，ハッチ開放時は通路の火災感知器にて感知が可能で

ある。 

したがって，格納容器機器搬出入用ハッチ室には火災感知

器を設置しない設計とする。 

○給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室

給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室は，発

火源となるようなものが設置されておらず，可燃物管理によ

り可燃物を持ち込まない運用とするうえ，コンクリートの壁

で囲われていることから，火災の影響を受けない。 

したがって，給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ル

ーバ室には火災感知器を設置しない設計とする。 

○排気管室

排気管室は，排気を屋外に通すための部屋であり，発火源

となるようなものが設置されておらず，可燃物管理により可

燃物を持ち込まない運用とするうえ，コンクリートの壁で囲

われていることから，火災の影響を受けない。 

したがって，排気管室には火災感知器を設置しない設計と

する。 

○フィルタ室

フィルタ室に設置されているフィルタは難燃性であり，発

火源となるようなものが設置されておらず，可燃物管理によ

なくすよう照明電源を「切」運用としていることから，火災

が発生するおそれはない。 

ハッチ開放時は，通路の火災感知器にて感知が可能である。 

したがって，機器搬出入用ハッチ室には火災感知器を設置

しない設計とする。 

○ 格納容器所員用エアロック

格納容器所員用エアロックは，照明設備以外の発火源とな

る可燃物が設置されておらず，可燃物管理により可燃物を持

ち込まない運用とするうえ，通常時（プラント運転中）は，

ハッチにて閉鎖され，エアロック内は窒素ガスが封入され雰

囲気が不活性化されていること，また，エアロック内に充電

部をなくすよう照明の電源を「切」運用としていることから，

火災が発生するおそれはない。 

ハッチ開放時は，格納容器所員用エアロック室の火災感知

器にて感知が可能である。 

したがって，格納容器所員用エアロックには火災感知器を

設置しない設計とする。 

画について，火災感知器
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画について，火災感知器

を設置しない，若しくは

消防法又は建築基準法

に基づく火災感知器を

設置 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，設備の

設置環境等を踏まえ，火

災感知器の設置条件を

選定 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，設備の

設置環境等を踏まえ，火

災感知器の設置条件を

選定 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，設備の

41-377



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

り可燃物を持ち込まない運用とするうえ，コンクリートの壁

で囲われていることから，火災の影響を受けない。 

したがって，フィルタ室には火災感知器を設置しない設計

とする。 

 

○使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用済樹脂槽 

使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用済樹脂槽については

内部が水で満たされており，火災が発生するおそれはない。 

したがって，使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用済樹脂

槽には火災感知器を設置しない設計とする。 

 

 

 

 

 

○不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成された火

災防護対象機器のみを設けた火災区域又は火災区画 

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンクリート

又は金属により構成された配管，容器，タンク，手動弁，コ

ンクリート構築物については流路，バウンダリとしての機能

が火災により影響を受けることは考えにくいため，消防法又

は建築基準法に基づく火災感知器を設ける設計とする。 

 

 

 

○フェイルセーフ設計の設備のみが設置された火災区域又は火

災区画 

フェイルセーフ設計の設備については火災により動作機能

を喪失し場合であっても，安全機能が影響を受けることは考

えにくいため，消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を

設ける設計とする。 

 

 

 

○気体廃棄物処理系設備エリア排気放射線モニタ検出器設置区

画 

放射線モニタ検出器は隣接した検出器間をそれぞれ異なる火

災区画に設置する設計とする。これにより火災発生時に同時に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 燃料プール  

燃料プールについては，内部が水で満たされており，火災

が発生するおそれはない。 

したがって，燃料プールには火災感知器を設置しない設計

とする。 

 

 

 

 

 

○ 不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成された

火災防護対象機器のみを設けた火災区域又は火災区画 

火災防護対象機器のうち，不燃性材料であるコンクリート

又は金属により構成された配管，容器，タンク，手動弁，コ

ンクリート構築物については流路，バウンダリとしての機能

が火災により影響を受けることは考えにくいため，消防法又

は建築基準法に基づく火災感知器を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置環境等を踏まえ，火

災感知器の設置条件を

選定 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，可燃

物管理を実施する一部

の火災区域又は火災区

画について，火災感知器

を設置しない，若しくは

消防法又は建築基準法

に基づく火災感知器を

設置 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，可燃

物管理を実施する一部

の火災区域又は火災区

画について，火災感知器

を設置しない，若しくは

消防法又は建築基準法

に基づく火災感知器を

設置 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉の重大事

故等対処施設に，フェイ

ルセーフ設計のため消

防法又は建築基準法に

基づき感知器を設置し

ている個所はない 
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監視機能を喪失することは考えにくく，重要度クラス 3 の設備

として火災に対して代替性を有することから，消防法又は建築

基準法に基づく火災感知器を設ける設計とする。 

なお，上記の監視を行う事故時放射線モニタ監視盤を設置す

る中央制御室については火災発生時の影響を考慮し，固有の信

号を発するアナログ式の煙感知器，アナログ式の熱感知器，又

は非アナログ式の炎感知器から異なる種類の感知器を組み合わ

せて設置する設計とする。 

○常設低圧代替注水系ポンプ室

常設低圧代替注水系ポンプ室は，原子炉建屋南側に隣接する鉄

筋コンクリート製の地下格納槽である。当該区域には，常設低圧

代替注水系ポンプ，計装ラック，電動弁が設置される。当該区域

で火災が発生した場合，煙はポンプ室内部に充満するため，煙感

知器での感知が可能であるため，異なる種類の感知器としてアナ

ログ式の煙感知器と熱感知器を設置する設計とする。

○緊急用海水ポンプピット

緊急海水ポンプピットは，原子炉建屋東側に隣接する鉄筋コン

クリート製の地下格納槽である。当該区域には緊急用海水ポンプ，

ストレーナなどが設置される。当該区域で火災が発生した場合，

煙は格納層内部に充満するため，煙感知器での感知が可能である

ため，異なる種類の感知器としてアナログ式の煙感知器と熱感知

器を設置する設計とする。 

○常設代替高圧電源装置置場トレンチ（トンネル部）

常設代替高圧電源装置置場トレンチ（トンネル部）は，常設代

替高圧電源装置置場と原子炉建屋の間を結ぶ地下トンネルであ

り，内部には非常用ディーゼル発電機（HPCS含む）用の軽油移送

配管，電源ケーブル，水配管，換気系ダクトなどが設置される。

本トンネルの内部は、中央の耐火壁により分割されており，別々

の火災区画として設定する。また，トンネル内部は常時機械換気

する設計とする。火災感知器としては，アナログ式の熱感知器と

煙感知器を設置する設計とする。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2 号炉の低圧原

子炉代替注水系は，環境

条件を踏まえ基本的な

火災感知器の組み合わ

せであるアナログ式の

煙感知器及び熱感知器

を設置（東海第二と同

じ）するため，記載して

いない 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2 号炉に類似設

備はない 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，屋外

のケーブルに屋外仕様

の炎感知器及び屋外仕

様の熱感知カメラを使

用 
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3.2．火災感知設備の受信機について 

火災感知設備の受信機は，以下のとおり，火災発生場所を特

定できる設計とする。 

① アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した火災

感知器を１つずつ特定できる設計とする。

② 水素ガスの漏えいの可能性が否定できない蓄電池室及び

可燃性ガスの発生が想定される軽油タンク内及び常設代替

交流電源設備燃料地下タンクに設置する非アナログ式の防

爆型の火災感知器，及び主蒸気管トンネル室内の非アナロ

グ式熱感知器を１つずつ特定できる設計とする。

③ 原子炉格納容器内の火災感知設備の火災受信機盤は，中央

制御室に設置し常時監視できる設計とする。また，受信機

盤は，アナログ式の熱感知器及び煙感知器を１つずつ特定

できる設計とする。ただし，誤作動防止として起動時の窒

素ガス封入後に作動信号を除外する運用とする。

④ 屋外の常設代替交流電源設備設置区域，可搬型重大事故等

対処施設設置区域，格納容器フィルタベント設置区域，非

常用ディーゼル発電機燃料移送系ポンプ区域，非常用ディ

ーゼル発電機軽油タンク区域，モニタリング・ポスト用発

電機区域，常設代替交流電源設備ケーブル敷設区域（屋外

の一部），5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備区域を監視する非アナログ式の炎感知器，アナログ式の

熱感知カメラの感知区域を１つずつ特定できる設計とす

る。 

なお，屋外区域熱感知カメラ火災受信機盤においては，火

災発生場所はカメラ機能による映像監視（熱サーモグラフ

ィ）により特定が可能な設計とする。 

3.2火災感知設備の受信機盤について 

 火災感知設備の受信機盤は，以下の機能を有するアナログ式の

受信機を設置する。 

○アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した火災

感知器を 1つずつ特定できる設計とする。

○水素の漏えいの可能性がある蓄電池室及び可燃性ガスの

発生が想定される軽油貯蔵タンク，可搬型設備用軽油タン

ク，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンクが設置される

火災区域又は火災区画に設置する防爆型の火災感知器を 1

つずつ特定できる設計とする。 

○屋外の海水ポンプ室，常設代替高圧電源装置置場を監視す

る非アナログ式の炎感知器，アナログ式の熱感知カメラが

接続可能であり，感知区域を 1つずつ特定できる設計とす

る。 

なお，屋外エリア熱感知カメラ火災受信機盤においては，

火災発生場所の詳細はカメラ機能により映像監視(熱サー

モグラフィ)が可能な設計とする。

3.2. 火災感知設備の受信機について 

火災感知設備の受信機は，以下のとおり，火災発生場所を

特定できる設計とする。 

① アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した火災

感知器を１つずつ特定できる設計とする。

②水素ガスの漏えいの可能性が否定できない蓄電池室及び可

燃性ガスの発生が想定されるディーゼル燃料貯蔵タンク

エリア等に設置する非アナログ式の防爆型の熱感知器，及

び主蒸気管室内の非アナログ式の熱感知器が接続可能で

あり，作動した火災感知器を１つずつ特定できる設計とす

る。 

③ 原子炉格納容器内の火災感知設備の火災受信機盤は，中央

制御室及び補助盤室に設置し常時監視できる設計とする。

また，受信機盤は，アナログ式の熱感知器及びアナログ式

の煙感知器を1つずつ特定できる設計とする。ただし，誤

作動防止として起動時の窒素ガス封入後に作動信号を除

外する運用とする。 

④ 屋外の海水ポンプエリア及び重大事故等対処設備用ケー

ブル布設エリアを監視する非アナログ式の炎感知器及び

アナログ式の熱感知カメラが接続可能であり，感知区域を

１つずつ特定できる設計とする。なお，屋外区域熱感知カ

メラ火災受信機盤においては，カメラ機能による映像監視

（熱サーモグラフィ）により特定が可能な設計とする。 

⑤ 屋外開放の非常用ディーゼル発電機給気消音器フィルタ

室及び非常用ディーゼル発電機排気管室を監視する非ア

ナログ式の炎感知器及びアナログ式の熱感知器が接続可

能であり，作動した火災感知器を１つずつ特定できる設計

とする。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2 号炉は，設備の

設置エリアの環境条件

等を踏まえた感知器の

組み合わせで火災を検

知する設計 

・設備の相違

【東海第二】 

 島根 2号炉では，原子

炉格納容器内に設置す

る火災感知器について

も，１つずつ特定可能な

設計 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉は，設備の

設置エリアの環境条件

等を踏まえた感知器の

組み合わせで火災を検

知する設計 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉は，設備の

設置エリアの環境条件

等を踏まえた感知器の

組み合わせで火災を検

知する設計 
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⑤ 原子炉建屋オペレーティングフロアを監視する非アナロ

グ式の炎感知器を１つずつ特定できる設計とする。

⑥ 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備ケー

ブル敷設区域， 非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブ

ルトレンチを監視する光ファイバケーブル式熱感知器の感

知区域を１つずつ特定できる設計とする。光ファイバケー

ブル式熱感知器は，中央制御室に設置した受信機において

センサ用光ファイバケーブルの長手方向に対し約 2m 間隔

で火源の特定が可能である。 

光ファイバケーブル式熱感知器の作動原理を添付資料１別

紙１に示す。 

3.3．火災感知設備の電源について 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火

災感知設備は，全交流動力電源喪失時に常設代替交流電源か

ら電力が供給されるまでの約 70 分間電力を供給できる容量

を有した蓄電池を設け，電源を確保する設計とする。また，

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火災

感知設備に供給する電源は，非常用ディーゼル発電機が接続

○原子炉建屋原子炉棟 6階（オペレーティングフロア）を監

視する非アナログ式の炎感知器が接続可能であり，作動し

た炎感知器を 1つずつ特定できる設計とする。

3.3火災感知設備の電源について 

緊急時対策所建屋を除く重大事故等対処施設を設置する火災区

域又は火災区画の火災感知設備の受信機は，外部電源喪失時及び

全交流動力電源喪失時においても火災の感知が可能となるよう，

非常用ディーゼル発電機が接続されている非常用電源，常設代替

高圧電源装置が接続されている緊急用電源から受電できる設計と

する。さらに，全交流動力電源喪失時に常設代替高圧電源装置か

⑥ 屋外のＡ，ＨＰＣＳ－ディーゼル燃料移送ポンプエリアを

監視する非アナログ式の炎感知器，非アナログ式の熱感知

器が接続可能であり，作動した火災感知器を1 つずつ特定

できる設計とする。 

⑦ 原子炉建物オペレーティングフロアを監視する非アナロ

グ式の炎感知器を１つずつ特定できる設計とする。

⑧ Ｂ－ディーゼル燃料移送ポンプエリア及びＢ－ディーゼ

ル燃料移送系ケーブルトレンチを監視する非アナログ式

の防爆型の火災感知器が接続可能であり，作動した火災感

知器を１つずつ特定できる設計とする。 

3.3. 火災感知設備の電源について 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火

災感知設備は，全交流動力電源喪失時に常設代替交流電源から

電力が供給されるまでの70分間以上電力を供給できる容量を

有した蓄電池を設け，電源を確保する設計とする。また，重大

事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火災感知

設備に供給する電源は，非常用ディーゼル発電機が接続されて

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉は，設備の

設置エリアの環境条件

等を踏まえた感知器の

組み合わせで火災を検

知する設計 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島 根 2 号 炉 は ，

A,HPCS-DG 燃料移送系

ケーブルトレンチには

アナログ式の煙感知器

と熱感知器を，B-DG 燃

料移送系ケーブルトレ

ンチには非アナログ式

の防爆型の煙感知器と

熱感知器を設置する設

計 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

 島根 2号炉では，屋外

については，アナログ式

の熱感知カメラ及び非

アナログ式の炎感知器

を設置しており，これら

の火災感知器について

も感知エリアを１つず

つ特定可能な設計 
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されている非常用電源より供給する設計とする。 

3.4．火災感知設備の中央制御室等での監視について 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火災

感知設備の火災受信機盤には，以下の２つがある。 

ら電力が供給されるまでの間も火災の感知が可能となるように，

蓄電池を内蔵し電源供給が可能となる設計とする。 

緊急時対策所建屋の火災区域又は火災区画の火災感知設備につ

いては，外部電源喪失時にも感知ができるように，緊急時対策所

用発電機から受電できる設計とするとともに，緊急時対策所用発

電機からの電源が供給されるまでの間，電力を供給できる容量を

有した蓄電池を設け，電源を確保する設計とする。蓄電池の容量

については，外部電源喪失時は緊急時対策所用発電機が自動起動

し，速やかに電力を供給する設計であるが，保守的な条件として

自動起動に失敗し，緊急時対策所への移動時間も考慮した手動起

動により電力を供給する場合に電力が供給されるまでの時間であ

る30分間※以上の容量を有する設計とする。 

※内訳は，事務本館から緊急時対策所への移動時間15分＋状

況把握5分の計20分に緊急時対策所での手動起動に必要な

時間10分を加えた30分間とする。 

3.4 火災感知設備の中央制御室等での監視について 

 重大事故等対処施設で発生した火災は，中央制御室に設置され

ている火災感知設備の受信機で監視できる設計とする。緊急時対

策所で発生した火災についても同様に，中央制御室に設置されて

いる火災感知設備の受信機で監視できる設計とする。 

 なお，火災が発生していない平常時には，中央制御室内の巡視

点検によって，火災が発生していないこと及び火災感知設備に異

常がないことを火災受信機盤で確認する。 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火災感

知設備の火災受信機盤の概要について第 41-4-1 表，機能について

第 41-4-2 表に示す。 

いる非常用所内電源より供給する設計とする。 

3.4. 火災感知設備の中央制御室での監視について 

重大事故等対処施設で発生した火災は，中央制御室及び補

助盤室に設置されている火災感知設備の受信機で監視できる

設計とする。 

なお，火災が発生していない平常時には，中央制御室内の

巡視点検によって，火災が発生していないこと及び火災感知

設備に異常がないことを火災受信機盤で確認する。 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火

災感知設備の火災受信機盤の概要について第 41-4-1 表に示

す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，消防

法施行規則及び発電機

の起動時間を考慮した

蓄電池容量を確保 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉では，中央

制御室で火災の監視が

できるよう火災受信機

盤を中央制御室に隣接

する補助盤室へ設置し，

副防災盤を中央制御室

へ設置 
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ただし，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所で発生した火災は，5 

号炉の中央制御室に設置されている火災感知設備の受信機で監視

する設計とする。また，モニタリング・ポスト用発電機区域で発

生した火災は，正門警備所で監視する設計とする。 

これらの受信機が作動した際は，速やかに 6 号及び 7 号炉の

中央制御室に連絡することとしている。 

 

第41-4-1表 火災感知設備の火災受信機盤の概要 

 

第41-4-2表 火災感知設備の火災受信機盤の機能 

 

 

 

 

 

第 41-4-1 表 火災感知設備の火災受信機盤の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉では，中央

制御室で火災の監視が

できるよう火災受信機

盤を中央制御室に隣接

する補助盤室へ設置し，

副防災盤を中央制御室

へ設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根 2号炉では，中央

制御室で緊急時対策所

の火災警報の監視が可

能なよう設計 
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3.5．火災感知設備の耐震設計について 

重大事故等対処施設を防護するために設置する火災感知設備

は，第 41-4-1 表及び第 41-4-2 表に示すとおり，重大事故等対

処施設の耐震クラスに応じて機能を維持できる設計とする。 

第 41-4-1 表：火災感知設備の耐震設計 

第 41-4-2 表：Ss 機能維持を確認するための対応 

3.5火災感知設備の耐震設計について 

 重大事故等対処施設を防護するために設置する火災感知設備

は，重大事故等対処施設の施設区分に応じて機能を維持できる設

計とする。（第41-4-3表） 

また，耐震設計を確認するための対応は第41-4-4表，火災感知

設備の加振試験の概要は第41-4-5表のとおりである。 

第 41-4-3 表 火災感知設備の耐震設計 

第 41-4-4 表 Ss 機能維持を確認するための対応 

第41-4-5表 火災感知設備の加振試験の概要 

3.5. 火災感知設備の耐震設計について 

重大事故等対処施設を防護するために設置する火災感知設

備は，第41-4-2表及び第41-4-3表に示すとおり，重大事故等対

処施設の耐震クラスに応じて，機能を維持できる設計とする。 

第41-4-2表 火災感知設備の耐震設計 

第41-4-3表 Ss機能維持を確認するための対応 
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3.6．火災感知設備に対する試験検査について 

火災感知器を含めた火災感知設備は，機能に異常がないこ

とを確認するために，自動試験を実施する。 

ただし，試験機能のない火災感知器は，機能に異常がない

ことを確認するために，消防法施行規則第三十一条の六に基

づき，半年に一度の機器点検時及び１年に一度の総合点検時

に，煙等の火災を模擬した試験を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区

画に設置する火災感知器については，火災防護に係る審査基準に

則り，環境条件等を考慮した火災感知器の設置，異なる種類を組

み合わせた火災感知器の設置，非常用電源からの受電，火災受信

機盤の中央制御室等への設置を行う設計とする。一部非アナログ

式の感知器を設置するが，それぞれ誤作動防止対策を実施する。 

また，炎感知器及び熱感知カメラについては作動した火災感知

器を１つずつ特定できる機能はないが，火災発生場所を感知区域

ごとに特定できる機能を有しており，火災感知後の現場確認にお

いて火災源の特定が可能である。 

また，アナログ式の光ファイバケーブル式熱感知器は，火災発生

場所を感知区域ごとに特定できる機能に加え， 中央制御室に設置

した受信機においてセンサ用光ファイバケーブルの長手方向に対

し約 2m 間隔で火源の特定が可能である。これらにより、火災感

知設備については十分な保安水準が確保されているものと考え

る。 

3.6火災感知設備に対する試験検査について 

アナログ式の火災感知器を含めた火災感知設備は，機能に異常

がないことを確認するために，自動試験や遠隔試験※を実施する。 

 なお,試験機能のない火災感知器は，機能に異常が無いことを確

認するために，消防法施行規則第三十一の六に基づき，6ヵ月に1

度の機器点検及び1年に1回の総合点検時に，煙等の火災を模擬し

た試験を実施する。 

※消防法 （昭和二十三年法律第百八十六号）第二十一条の二第二

項の規定に基づく，中継器に係る技術上の規格を定める省令 

（昭和五十六年自治省令第十八号。以下「中継器規格省令」と

いう。）第二条第十二号 に規定する自動試験機能又は同条第十

三号 に規定する遠隔試験機能 

 

自動試験機能･･･火災報知設備に係る機能が適正に維持されて

いることを自動的に確認することができる装

置による火災報知設備に係る試験機能をいう 

遠隔試験機能･･･感知器に係る機能が適正に維持されているこ

とを、当該感知器の設置場所から離れた位置に

おいて確認することができる装置による試験

機能をいう 

 

以上より，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区

画に設置する火災感知器については，火災防護に係る審査基準に

より，環境条件等を考慮した火災感知器の設置，異なる種類を組

合わせた火災感知器の設置，非常用電源，常設代替高圧電源装置

からの受電，火災受信機盤の中央制御室等への設置を行う設計と

する。一部非アナログ式の感知器を設置するが，それぞれ誤作動

防止対策を実施する。また，炎感知器及び熱感知カメラについて

は作動した火災感知器を１つずつ特定できる機能はないが，火災

発生場所を感知区域ごとに特定できる機能を有しており，火災感

知後の現場確認において火災源の特定が可能である。 

 

 

 

 

 

 

3.6．火災感知設備に対する試験検査について 

アナログ式の火災感知器を含めた火災感知設備は，機能に異

常がないことを確認するために，自動試験を実施する。 

ただし，試験機能のない火災感知器は，機能に異常がないこ

とを確認するために，消防法施行規則第三十一条の六に基づ

き，半年に一度の機器点検時及び１年に一度の総合点検時に，

煙等の火災を模擬した試験を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区

画に設置する火災感知器については，火災防護に係る審査基準に

則り，環境条件等を考慮した火災感知器の設置，異なる感知方式

を組み合わせた火災感知器の設置，非常用電源からの受電，火災

受信機盤の中央制御室への設置を行う設計とする。一部，非アナ

ログ式の感知器を設置するが，それぞれ誤作動防止対策を実施す

る。また，受信機盤については，作動した感知器を１つずつ特定

できる機能を有する設計とする。これらにより，火災感知設備に

ついては，十分な保安水準が確保されているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根 2号炉は，作動し

た火災感知器を１つず

つ特定できる設計 
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添付資料１ 

実用発電用原子炉及びその附属施設の 

火災防護に係る審査基準 

（抜粋） 
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添付資料１ 

 

実用発電用原子炉及びその附属施設の 

火災防護に係る審査基準(抜粋) 

 

2.2 火災の感知、消火 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるよう

に、安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する火

災の影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行える設

計であること。 

（1）火災感知設備 

①各火災区域における放射線、取付面高さ、温度、湿度、空

気流等の環境条件や予想される火災の性質を考慮して型式

を選定し、早期に火災を感知できる場所に設置すること。 

②火災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異なる種

類の感知器又は同等の機能を有する機器を組合せて設置す

ること。また、その設置にあたっては、感知器等の誤作動

を防止するための方策を講じること。 

③外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保する

設計であること。 

④中央制御室等で適切に監視できる設計であること。 

 

(参考) 

 (1) 火災感知設備について 

  早期に火災を感知し、かつ、誤作動(火災でないにもかかわら

ず火災信号を発すること)を防止するための方策がとられてい

ること。 

 (早期に火災を感知するための方策) 

  ・固有の信号を発する異なる種類の感知器としては、例えば、

煙感知器と炎感知器のような組み合わせとなっているこ

と。 

  ・感知器の場所を1つずつ特定することにより火災の発生場所

を特定することができる受信機を用いられていること。 

 (誤作動を防止するための方策) 

  ・平常時の状況(温度、煙の濃度)を監視し、かつ、火災現象(急

激な温度や煙の濃度の上昇)を把握することができるアナ

ログ式の感知器を用いられていること。 
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感知器取付面の位置が高いこと等から点検が困難になるおそ

れがある場合は、自動試験機能又は遠隔試験機能により点検を

行うことができる感知器が用いられていること。 

炎感知器又は熱感知器に代えて、赤外線感知機能等を備えた

監視カメラシステムを用いても差し支えない。この場合、死角

となる場所がないように当該システムが適切に設置されている

こと。 

2.2.2 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に示すように、

地震等の自然現象によっても、火災感知及び消火の機能、

性能が維持される設計であること。 

（1）凍結するおそれがある消火設備は、凍結防止対策を講じ

た設計であること。 

（2）風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害されない設計

であること。 

（3）消火配管は、地震時における地盤変位対策を考慮した設計

であること。 

(参考) 

  火災防護対象機器等が設置される火災区画には、耐震B、Cク

ラスの機器が設置されている場合が考えられる。これらの機器

が基準地震動により損傷しSクラス機器である原子炉の火災防

護対象機器の機能を失わせることがないことが要求されるとこ

ろであるが、その際、耐震B、Cクラス機器に基準地震動による

損傷に伴う火災が発生した場合においても、火災防護対象機器

等の機能が維持されることについて確認されていなければなら

ない。 

（2）消火設備を構成するポンプ等の機器が水没等で機能しなく

なることのないよう、設計に当たっては配置が考慮されているこ

と。 
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添付資料２ 

防爆型火災感知器について 

・記載箇所の相違

【東海第二】 

島根 2号炉は，添付資

料２に防爆型火災感知

器の仕様を記載 
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添付資料２ 

 

防爆型火災感知器について 

 

1．はじめに 

蓄電池室などに設置する防爆型火災感知器は，熱感知器と煙

感知器並びに炎感知器であるが，これらの感知器の防爆性能に

ついて以下に示す。 

なお，炎感知器は，一般産業における需要が少ないことから，

消防検定を有する防爆型の感知器は存在しない。 

 

2．防爆型熱感知器 

防爆型熱感知器は，感熱素子サーミスタを用いて熱を検出し，

周囲温度が一定値以上になったときに受信機に火災信号を発す

る。サーミスタは温度変化により抵抗値が変化する素子で，一

定周期で電流を流してサーミスタの両端にかかる電圧を測定

し，温度検出回路にて変換した電圧値を内部制御回路に送り，

制御回路にて一定時間内での温度上昇値を測定し，温度上昇率

が設定値を超えた場合に火災と判断し，受信機に火災信号を発

する。(第 1図) 

防爆型熱感知器は，内部の電気回路に可燃性ガスなどが侵入

し，爆発が生じても，爆発による可燃が外部の可燃性ガス等に

点火しないよう，全閉の構造となっていることから，防爆性能

(耐圧防爆構造※１)を有する。 

 

※1 耐圧防爆構造(「電気機器器具防爆構造規格」労働省告示第

16 条) 

  全閉構造であって，可燃性ガス（以下「ガス」という。）又

は引火性の蒸気(以下「蒸気」という。)が容器内部に侵入して

爆発を生じた場合に，当該容器が爆発圧力に耐え，かつ，爆発

による火災が当該容器の外部のガス又は蒸気に点火しないよう

にしたものをいう。 
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第 1図 防爆型熱感知器概要 

3. 防爆型煙感知器

  防爆型煙感知器(耐圧防爆型光電式スポット型煙感知器)の概

要を第2図に示す。動作原理は，発光回路で一定時間毎にLED（発

光素子）に対して電流を流し発光させ，発光した光は，レンズ

を通して防爆容器外部へ照射される。その光を，煙がチャンバ

ー内に流入すると，煙に反射して散乱光を生じる。この散乱光

を，レンズを通してPD（受光素子）が検知し，電気信号に変換

し，受光回路でこれを検出する。受光回路で検出した信号は，

マイコンで測定され，一定のレベルを越えると火災信号をL－C

線（P 型受信機、中継器等）を通じ，受信機へ送信する。 

第 2図 耐圧防爆型光電式スポット型煙感知器の概要 
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4. 防爆型炎感知器 

防爆型炎感知器(赤外線３波長式炎感知器)の概要を第 3 図に

示す。Co2 共鳴放射帯域を検出する原理であり，波長 4.0μm，

4.4μm，5.0μm の赤外線域のみ検出するよう，3 つの赤外線セ

ンサが搭載されている。3 つのセンサの出力は，炎からの Co2

共鳴放射帯域を検知した場合にのみ火災と判断し，警報を発報

する。なお，蛍光灯等人工照明には反応しない。 

 

 

第 3 図 防爆型炎感知器の概要 

 

5. 感知器の感知方式と発報箇所の特定 

誤作動防止の観点より，平常時の状況を監視し，かつ，火災現

象を把握することができるアナログ式の感知器の採用を基本とし

ているが，防爆型火災感知器を設置する蓄電池室は換気空調設備

により室内環境が安定しており誤作動は起きにくいため，蓄電池

内の圧力が上昇した場合に作動する制御弁によって水素を放出す

ることを考慮し，水素による爆発リスクを低減する観点から，防

爆型の非アナログ式の火災感知器を設置する。 
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常設代替高圧電源装置用燃料移送ポンプ室，非常用ディーゼル

発電機用燃料移送ポンプ室についても，室内環境が安定しており

誤作動は起きにくい。また，軽油貯蔵タンク，可搬型設備用軽油

タンク，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンクは地下埋設構造

としており安定した環境を維持するが，タンク上部の点検用マン

ホールから地上までの空間においては軽油燃料が気化して内部に

充満する可能性が否定できない。万が一気化した軽油燃料による

爆発リスクを低減する観点からポンプ室内及びマンホール上部空

間内には，防爆型の非アナログ式の熱感知器及び防爆型の煙感知

器を設置する設計とする。 

常設代替高圧電源装置置場，可搬型設備保管場所，海水ポンプ

室は，降水等の浸入による故障が想定されるため，非アナログ式

の屋外仕様の防爆型炎感知器とアナログ式の屋外仕様の熱感知カ

メラ（赤外線方式）を設置する。非アナログ式の炎感知器及び熱

感知カメラは，作動した火災感知器を１つずつ特定できる機能は

ないが，感知器ごとの単独配線や熱感知カメラの画像確認により，

発報箇所の特定を行う。 
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